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＜本書において使用している省略語＞ 

NPO 法人・・・・ 特定非営利活動法人 

認定法人・・・・・認定特定非営利活動法人 

仮認定法人・・・・仮認定特定非営利活動法人 

認定制度・・・・・認定特定非営利活動法人制度 

仮認定制度・・・・仮認定特定非営利活動法人制度 

所轄庁・・・・・・特定非営利活動促進法第９条に規定するその主たる事務所が所在

する都道府県の知事（その事務所が一の指定都市の区域内のみに

所在する特定非営利活動法人にあっては、当該指定都市の長） 

 

 

＜文中、図表上の記載について＞ 

・法人編における「前事業年度」とは、調査時点を含む事業年度のひとつ前の事業年度を

指す。ただし、設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、今事業年度の期間を

指す。 

・「n」＝「有効回答数」、「MA」＝「複数回答」を示す。 

・地域区分は、以下のとおり。 

 

  

地域区分 都道府県

北海道 北海道

東北 青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県

北関東 茨城県、栃木県、群馬県

南関東 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部 新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県

近畿 三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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調査の目的と方法 

１ 調査の目的 

本調査は、特定非営利活動法人（NPO 法人）の受入寄附額及び雇用等の状況を調

査し、その活動実態を明らかにするとともに、市民の寄附・ボランティア活動の実態

を明らかにし、共助社会づくり及び社会貢献に関する施策のための基礎資料を得るこ

とを目的として実施する。 

 

２ 調査対象・調査方法 

（１）特定非営利活動法人に関する実態調査 

調査対象：特定非営利活動法人（認定・仮認定法人を含む。） 

（平成 27年３月末現在の全特定非営利活動法人のうち 5,000法人） 

調査方法：オンライン調査（ただし郵送・FAX の回答も可とした。） 

調査期間：平成 27年８月 22日（金）～10月 13日（月） 

回 収 率：35.7％ （1,767 ÷ （5,000－47） × 100） 

発送数   5,000 

不達数      47 

回答数   1,767 

調査請負会社：株式会社アストジェイ 

  



 

（２）市民の社会貢献に関する実態調査 

    調査対象：全国に居住する満 20～69 歳までの市民 5,000 人 
抽出方法：地区、年齢層の層化２段階無作為抽出法 

全国を①北海道地区、②東北地区、③関東地区、④北陸地区、⑤東山地区、

⑥東海地区、⑦近畿地区、⑧中国地区、⑨四国地区、⑩北九州地区、⑪南

九州地区の 11ブロックに分け、総務省自治行政局公表の「平成 27年３月

31日現在の住民基本台帳」の年齢比率（年齢階層は①20歳代、②30歳代、

③40歳代、④50歳代、⑤60歳代の５分類）により 5,000人を配分し、全

国 200市区町村の住民基本台帳を用いて対象者を抽出。 

調査方法：郵送調査とオンライン調査の併用 
調査期間：平成 27 年９月 17 日（木）～11 月４日（水）（49 日間） 
回 収 率：34.0％（1,688 ÷ （5,000－37） × 100） 

発送数  5,000 
不達数     37 
回答数  1,692（うち有効回答数 1,688） 

調査請負会社：株式会社インテージリサーチ 
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調査結果 

１ 法人の概要 
（１）主たる事務所の所在地 

調査に回答した全 NPO 法人（認定・仮認定法人を含む）の主たる事務所の所在地（都

道府県）別割合と平成 27 年３月末現在の主たる事務所の所在地別 NPO 法人数の割合

を比べると回答法人の割合は北海道で高く、首都圏で低くなっている。【図表１-１】 
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本調査における主たる事務所の所在地の設問回答法人(n=1,741) 平成27年３月末現在のNPO法人(n=50,094)

【図表１-１】 主たる事務所の所在地（都道府県）別割合
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（２）法人格取得時期 

平成 22年より認定・仮認定を受けていない法人が認定・仮認定法人を上回り、活動環

境が変わってきていることが推測される。【図表１-２】 
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【図表１-２】 法人格取得時期 (n=1,694)
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（３）活動分野 
活動分野でみると、認定・仮認定を受けていない法人では「保健、医療又は福祉の増

進」（62.7％）に次いで「まちづくりの推進」（41.7％）、「子どもの健全育成」（38.7％）

と続く。 

認定・仮認定法人でも「保健、医療又は福祉の増進」（50.1％）が最も高く、次の「子

どもの健全育成」(42.4％)では認定・仮認定を受けていない法人を 3.7％上回っている。 

認定・仮認定を受けていない法人と認定･仮認定法人で比較した際に最も差がある活

動分野は「保健、医療又は福祉の増進」（12.6％の差）で、認定・仮認定を受けていな

い法人の方が活動分野として挙げている割合が高い。【図表１-３】 
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地域安全活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発又は

雇用機会の拡充を支援する活動

消費者の保護を図る活動

上記の活動を行う法人の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助の活動

上記の活動に準ずる活動として都道府県又は

指定都市の条例で定める活動

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,275) 認定・仮認定法人(n=479)

【図表１-３】 活動分野 (n=1,754) 【MA】
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また、20分野のうち、主な活動分野（１つ）について、認定・仮認定を受けていない

法人では「保健、医療又は福祉の増進」（47.9％）が最も高い。認定・仮認定法人でも

「保健、医療又は福祉の増進」（35.9％）が最も高くなっているが、認定・仮認定を受

けていない法人よりもその割合は低くなっている。 

一方、認定・仮認定法人では、「国際協力」、「環境の保全」において、認定・仮認定

を受けていない法人との差が 4.2％と大きくなっている。【図表１-４】 
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【図表１-４】 主な活動分野 (n=1,732)
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２ NPO 法人の人材 

（１）職員数 
認定・仮認定を受けていない法人の職員数は平均 15.7人（中央値７人）、うち有給職

員は平均 14.2 人（中央値６人）、そのうち常勤有給職員（※1）は平均 7.0 人（中央値

３人）となっている。認定・仮認定法人では、職員は平均 17.7人（中央値７人）、うち

有給職員は平均 14.7人（中央値５人）、そのうち常勤有給職員は平均 6.5人(中央値２

人)でとなっている。【図表１-５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
※1 「常勤」は週 28時間（７時間×４日）以上勤務している者。 

(単位：人）

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

全体 1,748 7 16.3 0 2,859 6 14.3 0 2,859 2 6.9 0 1,949

認定・仮認定を

受けていない法人
1,273 7 15.7 0 2,859 6 14.2 0 2,859 3 7.0 0 1,949

認定・仮認定法人 475 7 17.7 0 471 5 14.7 0 223 2 6.5 0 94

有給職員数 常勤有給職員数
法

人

数

職員数

(単位：人）

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

全体 1,624 8 17.5 1 2,859 8 18.0 1 2,859 5 9.9 1 1,949

認定・仮認定を

受けていない法人
1,184 8 16.9 1 2,859 8 17.9 1 2,859 5 10.1 1 1,949

認定・仮認定法人 440 8 19.1 1 471 7 18.1 1 223 5 9.3 1 94

職員数 有給職員数 常勤有給職員数
法

人

数

(単位：人）

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

全体 1,720 4 11.0 0 1,987 3 10.3 0 1,987 1 4.5 0 1,335

認定・仮認定を

受けていない法人
1,252 4 10.8 0 1,987 3 10.3 0 1,987 1 4.7 0 1,335

認定・仮認定法人 468 4 11.4 0 162 3 10.4 0 162 1 4.1 0 59

有給職員数 常勤有給職員数
法

人

数

職員数

【図表１-５】 職員数・有給職員数・常勤有給職員数 

【図表１-５（参考１）】 職員数・有給職員数・常勤有給職員数（職員数０人を除く） 

【図表１-５（参考２）】 職員数・有給職員数・常勤有給職員数（女性職員数） 
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職員数を人数区分でみると、認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人と

もに「６～10人」が多く、それぞれ 21.0％、21.7％となっている。なお、職員数「31

人以上」の割合は、認定・仮認定を受けていない法人（10.1％）に対し、認定・仮認定

法人（12.4％）となっており、より多くの職員が在籍していることがわかる。また、６

人以上の法人の割合を昨年度の結果と比べると、認定・仮認定を受けていない法人

（56.9％→57.8％）、認定・仮認定法人（53.9％→57.9％）と共に微増している。 

【図表１-６】 【図表１-６（参考）】 

 

 
 

 

7.1

7.0

7.4

7.6

7.9

6.7

8.1

8.6

6.7

6.9

6.7

7.4

12.5

11.9

13.9

21.2 

21.0 

21.7 

17.4

18.3

14.9

8.6 

8.5 

8.8 

10.7 

10.1 

12.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,748）

認定・仮認定を受

けていない法人

(n=1,273)

認定・仮認定法人

(n=475)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

【図表１-６】 職員数

57.8％

57.9％

11.1

11.9

9.0

8.6

8.5

9.0

7.1

6.4

9.0

5.8

5.2

7.6

11.2

11.1

11.5

19.4

20.3

17.1

16.7

17.0

16.0

7.4

7.7

6.5

12.6

11.9

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,338）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=982）

認定・仮認定法人

（n=356）

０人 １人 ２人 ３人 ４～５人 ６～10人 11～20人 21～30人 31人以上

【図表１-６（参考）】 職員数 （平成26年度調査より）

56.9％

53.9％
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有給職員数をみると、認定・仮認定を受けていない法人で「０人」が 21.1％と高く

なっており、認定・仮認定法人でも同じく「０人」が 18.9％と高くなっている。 

「１人以上」で比較すると、認定・仮認定を受けていない法人（78.9％）、認定・仮認

定法人（81.1％）であり、有給職員の雇用率は同程度となっている。 

昨年度調査と比較すると、有給職員数も認定・仮認定を受けていない法人（75.8％→

78.9％）、認定・仮認定法人（77.0％→81.1％）と共に微増している。 

【図表１-７】 【図表１-７（参考）】 

 

  

20.5

21.1

18.9

7.6

7.6

7.9

5.9

5.6

6.6

5.8

5.3

7.2

10.1

9.5

11.7

18.0 

18.5 

16.6 

14.7

15.4

12.7

7.9 

8.0 

7.6 

9.4 

8.9 

10.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,728）

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,257)

認定・仮認定法人

(n=471)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

【図表１-７】 有給職員数

81.1％

78.9％

23.9

24.2

23.0

6.7

6.1

8.4

6.4

5.8

8.2

5.3 

5.0 

6.2 

9.9 

10.4 

8.4 

16.6 

17.5 

14.0 

13.5 

13.3 

14.0 

6.4 

6.5 

5.9 

11.3 

11.1 

11.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,338）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=982）

認定・仮認定法人

（n=356）

０人 １人 ２人 ３人 ４～５人 ６～10人 11～20人 21～30人 31人以上

【図表１-７（参考）】 有給職員数 （平成26年度調査より）

75.8％

77.0％
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常勤有給職員数をみると、「１人以上」の回答は認定・仮認定を受けていない法人

（69.5％）、認定・仮認定法人（69.9％）ともに同程度だが、「11 人以上」の回答では、

認定・仮認定を受けていない法人（14.1％）、認定・仮認定法人（16.3％）とわずかだ

が差があった。 

また、昨年度の調査の常勤有給職員数「１人以上」の割合と比較すると、認定・仮認

定を受けていない法人（66.5％→69.5％）、認定・仮認定法人（63.2％→69.9％）と共

に増加している。【図表１-８】 【図表１-８（参考）】 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,725）

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,253)

認定・仮認定法人

(n=472)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

【図表１-８】 常勤有給職員数

14.1％

16.3％

69.5％

69.9％

34.4

33.5

36.8

8.6

7.2

12.4

9.6

10.0

8.4

7.3 

8.0 

5.6 

11.3 

12.2 

8.7 

13.5 

13.9 

12.6 

8.8 

9.3 

7.3 

2.5 

2.7 

2.3 

4.0 

3.3 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,338）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=982）

認定・仮認定法人

（n=356）

０人 １人 ２人 ３人 ４～５人 ６～10人 11～20人 21～30人 31人以上

【図表１-８（参考）】 常勤有給職員数 （平成26年度調査より）

66.5％

63.2％
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（２）事業活動に携わるボランティア数（※2） 
前事業年度に事業活動に携わったボランティア延べ人数は、認定・仮認定を受けてい

ない法人では平均値 183.8人、中央値 15人であるのに対し、認定・仮認定法人は、平均

値 531.9 人、中央値 50人と大きな差があり、認定・仮認定法人がより多くのボランティ

アを集めていることがわかる。【図表１-９】【図表１-９（参考）】 

 

    

 

 

 

 

 

 
  

                                                   
※2 現場でボランティア活動をしている年間の人数であり、管理、運営、総務、庶務等に係るものは除

く。また、延べ人数であるため、例えば同一人が３回参加した場合は、３人となる。 

法人数 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,743 20 278.6 0 42,144

認定・仮認定を

受けていない法人
1,268 15 183.8 0 19,267

認定・仮認定法人 475 50 531.9 0 42,144

（単位：人）

法人数 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,189 60 408.5 1 42,144

認定・仮認定を

受けていない法人
836 50 278.7 1 19,267

認定・仮認定法人 353 100 715.7 1 42,144

【図表１-９】 事業活動に携わるボランティア数 

【図表１-９（参考）】 事業活動に携わるボランティア数（０人を除く） 
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ボランティア人数「０人」の法人は、認定・仮認定を受けていない法人は 34.1％、

認定・仮認定法人は 25.7％である。一方で、「100人以上」の法人は、認定・仮認定を

受けていない法人が 24.2％、認定・仮認定法人が 38.9％であり、認定・仮認定法人は

ボランティアを多数募って活動を展開していることがわかる。 

【図表１-10】【図表１-10（参考）】 
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けていない法人

(n=1,268)

認定・仮認定法人

(n=475)

０人 １～９人 10～19人 20～29人 30～39人

40～49人 50～99人 100～199人 200～499人 500人以上

【図表１-10】 事業活動に携わるボランティア数
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50～99人 100～199人 200～499人 500人以上

【図表１-10(参考)】 ボランティア数 （平成26年度調査より）

26.6％

41.8％
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ボランティア活動日数「０日」の法人は、認定・仮認定を受けていない法人は 34.2％、

認定・仮認定法人は 25.7％となっている。一方で、「100日以上」の法人は、認定・仮

認定を受けていない法人が 17.9％、認定・仮認定法人が 31.4％であり、認定・仮認定

法人はより高い頻度でボランティア活動を展開していることがわかる。【図表１-11】 
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34.2 
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【図表１-11】 ボランティア活動日数

17.9％

31.4％
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（３）会員数と会費収益 
会員種別の会員数の中央値をみると、「個人会員」のうち、「社員（いわゆる正会員）」

では、認定・仮認定を受けていない法人の 14人に対し、認定・仮認定を受けている法

人は 24人で、認定・仮認定がより多くの会員で構成されている。「社員以外」について

も、認定・仮認定を受けていない法人の０人に対し、認定・仮認定法人は 14人となっ

ている。【図表１-１2】 

 

 

  

（１）個人会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：人）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,740 16 49.4 0 4,924

認定・仮認定を

受けていない法人
1,265 14 37.8 0 1,682

認定・仮認定法人 475 24 80.6 0 4,924

②社員以外（賛助会員など） （単位：人）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,691 1 61.6 0 3,834

認定・仮認定を

受けていない法人
1,228 0 45.7 0 2,918

認定・仮認定法人 463 14 104.1 0 3,834

（２）団体会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：団体）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,636 0 4.9 0 517

認定・仮認定を

受けていない法人
1,185 0 3.5 0 162

認定・仮認定法人 451 0 8.4 0 517

②社員以外（賛助会員など） （単位：団体）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,632 0 4.2 0 430

認定・仮認定を

受けていない法人
1,177 0 2.5 0 430

認定・仮認定法人 455 0 8.9 0 368

法人数
社員

法人数
社員以外

法人数
社員

法人数
社員以外

【図表１-１2】 会員別の明細（個人会員／団体会員） 
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会員種別に１会員当たりの会費収益の中央値をみると、認定・仮認定を受けていな

い法人は「個人会員」の「社員」0.3万円、「社員以外」0.2万円に対し、認定・仮認定

法人では「社員」0.3万円、「社員以外」0.3万円となっている。【図表１-13】 

 

 
  

（１）個人会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,604 0.3 3.0 0.0 1,200.0

認定・仮認定を

受けていない法人
1,159 0.3 3.1 0.0 1,200.0

認定・仮認定法人 445 0.3 2.9 0.0 850.0

②社員以外（賛助会員など） （単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 864 0.3 4.4 0.0 1,108.3

認定・仮認定を

受けていない法人
560 0.2 2.1 0.0 366.7

認定・仮認定法人 304 0.3 8.5 0.0 1,108.3

（２）団体会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 315 1.0 10.4 0.0 1,567.3

認定・仮認定を

受けていない法人
189 1.0 4.5 0.0 240.0

認定・仮認定法人 126 1.2 19.2 0.0 1,567.3

②社員以外（賛助会員など） （単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 416 1.0 7.9 0.0 1,000.0

認定・仮認定を

受けていない法人
225 1.0 6.6 0.0 500.0

認定・仮認定法人 191 1.0 9.4 0.0 1,000.0

法人数
社員以外

法人数
社員

法人数
社員

法人数
社員以外

【図表１-13】 会費収入（１会員当たり）（個人会員／団体会員） 
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（４）会費収益の詳細 

個人会費・団体会費 

個人会費・団体会費別に会費収入比率をみると、「個人会費」が認定・仮認定を受け

ていない法人では 86.3％、認定・仮認定法人では 77.3％を占め「団体会費」に比べ高

くなっている。 

また、昨年度と比較すると、認定・仮認定を受けていない法人における「個人会費」

の割合は低くなっている。【図表１-14】 【図表１-14（参考）】 

 

 

 

 

 

 

 

  

法人数 個人会費 団体会費

全体 1,608 81.2 18.8

認定・仮認定を

受けていない法人
1,161 86.3 13.7

認定・仮認定法人 447 77.3 22.7

(単位：％）

法人数 個人会費 団体会費

全体 1,329 92.4 7.6

認定・仮認定を

受けていない法人
977 95.9 4.1

認定・仮認定法人 352 77.9 22.1

【図表１-14】 会費収入比率（個人会費／団体会費） 

【図表１-14(参考)】 会費比率（個人会費／団体会費） （平成 26 年度調査より） 
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社員会費・社員以外の会費 

社員・社員以外別に会費収入比率をみると、認定・仮認定を受けていない法人、認

定・仮認定法人で「社員」が 53.3％、30.9％となっている。【図表１-15】 【図表１-15（参考）】 

 

 

 
 
 
 

 
  

(単位：％）

法人数 社員 社員以外

全体 1,654 40.5 59.5

認定・仮認定を

受けていない法人
1,198 53.3 46.7

認定・仮認定法人 456 30.9 69.1

(単位：％）

法人数 社員 社員以外

全体 1,340 67.9 32.1

認定・仮認定を

受けていない法人
982 73.3 26.7

認定・仮認定法人 358 41.2 58.8

【図表１-15】 会費収入比率（社員／社員以外） 

【図表１-15（参考）】 会費比率（社員／社員以外） （平成 26 年度調査より） 
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３ NPO 法人の財政状況 

（１）特定非営利活動事業の収益構造 

特定非営利活動に係る事業について、１法人あたりの「収益合計」と「費用合計」を

みると、「収益合計」では、認定・仮認定を受けていない法人は平均値 4,046万円、中

央値 2,041万円であり、認定・仮認定法人は平均値 5,608 万円、中央値 2,267 万円とな

っている。また、「費用合計」については、認定・仮認定を受けていない法人は平均値

3,846万円、中央値 1,873万円であり、認定・仮認定法人は平均値 5,483 万円、中央値

2,133万円となっている。 

「収支差額」の平均値については、認定・仮認定を受けていない法人の 200万円に対

し、認定・仮認定法人は 125万円となっている。【図表１-16】【図表１-16（参考）】 

 

  

 

 

 

 

 

（単位：万円）

収支差額

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値 平均値

全体 1,617 2,093 4,478.6 0 121,260 1,924 4,299.5 0 130,225 179.1

認定・仮認定を

受けていない法人
1,169 2,041 4,045.7 0 69,231 1,873 3,846.0 0 68,440 199.7

認定・仮認定法人 448 2,267 5,608.2 0 121,260 2,133 5,482.9 0 130,225 125.3

法人数
収益合計 費用合計

（単位：万円）

収支差額

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値 平均値

全体 1,590 2,148 4,554.2 0 121,260 1,964 4,372.4 0 130,225 181.8

認定・仮認定を

受けていない法人
1,149 2,105 4,115.5 0 69,231 1,922 3,912.9 0 68,440 202.6

認定・仮認定法人 441 2,389 5,697.2 1 121,260 2,192 5,569.5 1 130,225 127.7

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。

法人数
収益合計 費用合計

【図表１-16】 特定非営利活動に係る事業（収益・費用） 

【図表１-16（参考１）】 特定非営利活動に係る事業（収益・費用）（収益合計・費用合計０円を除く） 
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昨年度の結果と比較すると、認定・仮認定を受けていない法人と認定・仮認定法人と

の「収支差額」の差が小さくなっていることがわかる。【図表１-16(参考２)】 

 
 

 

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。 

 

  

（単位：万円）

収支差額

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値 平均値

全体 1,294 1,671 5,003.2 0 460,000 1,293 1,584 4,803.0 0 550,000 203.9

認定・仮認定を

受けていない法人
947 1,648 4,241.6 0 370,000 947 1,566 3,979.7 0 350,000 261.9

認定・仮認定法人 347 1,775 7,081.7 0 460,000 346 1,693 7,056.5 0 550,000 45.6

法人数
収益合計 費用合計

法人数

【図表１-16（参考２）】 特定非営利活動に係る事業（収益・費用） （平成 26 年度調査より） 
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特定非営利活動事業の収益合計の分布をみると、認定・仮認定を受けていない法人で

は「1,000 万円超～5,000 万円以下」（40.2％）が最も高く、「5,000 万円超～１億円以

下」（13.7％）「100万円超～500万円以下」（12.1％）と続く。一方、認定・仮認定法人

でも「1,000 万円超～5,000万円以下」（37.7％）が最も高く、次いで「5,000万円超～

１億円以下」及び「100 万円超～500万円以下」（ともに 15.4％）となっている。認定・

仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに「1,000万円超」の法人が約 65％

となっている。 

昨年度との比較では、認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに「０

円」の法人の割合が減少している。【図表１-17】 【図表１-17（参考）】 

 

 

1.2

1.0 

1.6

9.8

11.8

4.7

13.0

12.1

15.4

11.1

10.8

12.1

39.5

40.2

37.7

14.2

13.7

15.4

11.2

10.4

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,617)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,169)

認定・仮認定法人

(n=448)

０円 ０円超～100万円以下 100万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～１億円以下

１億円超

【図表１-17】 特定非営利活動事業の収益合計

66.3％

64.3％

6.0 

7.1 

3.2 

11.4

13.3

6.1

13.5 

11.7 

18.2 

10.9 

9.9 

13.5 

35.2 

36.9 

30.8 

11.7 

10.8 

14.1 

11.4 

10.4 

14.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,294）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=947）

認定・仮認定法人

（n=347）

０円 ０円超～100万円以下 100万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～１億円以下

１億円超

【図表１-17（参考）】 特定非営利活動事業の収益合計 （平成26年度調査より）

58.1％

59.0％
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費用合計については、「1000万円超～5000万円以下」の法人が認定・仮認定を受け

ていない法人、認定・仮認定法人ともに最も多くなっている。昨年度の結果と比較す

ると認定・仮認定を受けていない法人（57.2％→64.6％）、認定・仮認定法人

（58.7％→67.0％）ともに 1,000 万円を超える法人の割合が増加している。 

【図表１-18】 【図表１-18（参考）】 

 

 

 

 

  

1.4

1.5

1.3

9.3

11.0

4.9

12.6

11.5

15.4

11.4

11.5

11.4

41.2

42.0

39.1

13.3 

12.7 

15.0 

10.8

9.9

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,617)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,169)

認定・仮認定法人

(n=448)

０円 ０円超～100万円以下 100万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～１億円以下

１億円超

【図表１-18】 特定非営利活動事業の費用合計

64.6％

67.0％

7.2 

8.5 

3.8 

10.8

12.1

7.2

13.4 

12.0 

17.1 

11.1 

10.2 

13.3 

35.4 

36.8 

31.8 

11.6 

11.2 

12.7 

10.5 

9.2 

14.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,293）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=947）

認定・仮認定法人

（n=346）

０円 ０円超～100万円以下 100万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～１億円以下

１億円超

【図表１-18（参考）】 特定非営利活動事業の費用合計 （平成26年度調査より）

57.2％

58.7％
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（２）特定非営利活動事業収益の財源別構造 
特定非営利活動事業収益の内訳をみると、認定・仮認定を受けていない法人では「事

業収益」（83.2％）が多くを占めており、「補助金・助成金」（10.6％）、「その他の収益

（2.9％）と続く。認定・仮認定法人でも「事業収益」（67.3％）が６割を超え、「補助

金・助成金」（17.4％）、「寄附金」（9.7％）と続く。認定・仮認定を受けていない法人、

認定・仮認定法人ともに主な財源は「事業収益」となっている。【図表１-19】 

 

 
 

2.3

1.6

3.7

4.3

1.6

9.7

12.9

10.6

17.4

77.9

83.2

67.3

2.6

2.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,164）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=838）

認定・仮認定法人

（n=326）

会費 寄附金 補助金・助成金 事業収益 その他収益

【図表１-19】 収益の内訳
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会費、寄附金、補助金・助成金、事業収益 

特定非営利活動事業収益の内訳の規模をみると、会費が「０円超～50万円以下」の割

合は、認定・仮認定を受けていない法人（62.2％）、認定・仮認定法人（48.1％）と、

ともに最も高くなっている。 

寄附金が「０円」の割合は、認定・仮認定を受けていない法人が40.5％、認定・仮認

定法人が13.0％となり、認定・仮認定を受けていない法人では割合が４割を超えた。 

補助金・助成金が「０円」の割合は、認定・仮認定を受けていない法人が38.5％、認

定・仮認定法人が25.4％である。しかし、「1,000万円超」の法人がそれぞれ13～16％程

度となっており、多額の補助金・助成金を受け入れている法人もあった。 

事業収益が「1,000万円超」の割合は、認定・仮認定を受けていない法人が55.8％な

のに対し、認定・仮認定法人では50.7％となっている。【図表１-20】 【図表１-20（参考）】 
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1.7

2.9

1.4

3.4
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16.3

55.8

50.7

2.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,095)

認定・仮認定法人

(n=441)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=991)

認定・仮認定法人

(n=430)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=971)

認定・仮認定法人

(n=362)

認定・仮認定を

受けていない法人
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認定・仮認定法人
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認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,131)

認定・仮認定法人

(n=446)

０円 ０円超～50万円以下

50万円超～100万円以下 100万円超～200万円以下

200万円超～300万円以下 300万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超

【図表１-20】 収益の内訳×特定非営利活動事業収益
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【図表１-20（参考）】 収益内訳別 特定非営利活動事業収益の金額区分（平成26年度調査より）
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（３）借入金の状況 
借入金 

１法人当たりの借入金をみると、認定・仮認定を受けていない法人の平均値 3,573.3

万円、中央値 552 万円に対し、認定･仮認定法人は平均値 29,287.3万円、中央値 800万

円となっている。【図表１-21】 

 
 

 

  

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 567 600 9,332.9 1 3,370,000

認定・仮認定を

受けていない法人
440 552 3,573.3 1 600,000

認定・仮認定法人 127 800 29,287.3 15 3,370,000

法人数
借入額

(単位：万円）

【図表１-21】 借入額（１法人当たり） 
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借入先 

借入先についてみると、「個人」が最も多く、認定・仮認定を受けていない法人が

58.2％、認定・仮認定法人が 61.4％となり、５割以上を占めている。【図表１-22】 
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【図表１-22】 借入先 （n=567） 【MA】
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収益規模別の借入先 

収益規模別に借入先をみると、「１億円超」以外では「個人」の割合が高い。【図表１-

23】 

 

 

                           

59.5 

66.7 

76.0 

90.7 

75.5 

61.7 

48.9 

38.1 

20.3 

0.0 

12.0 

7.0 

11.3 

21.4 

29.8 

22.7 

26.1 

0.0 

0.0 

9.3 

11.3 

18.0 

37.2 

55.7 

14.4 

33.3 

4.0 

0.0 

3.8 

10.2 

18.1 

34.0 

2.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.4 

0.0 

6.2 

1.9 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

1.9 

2.1 

3.1 

1.3 

0.0 

4.0 

2.3 

0.0 

0.5 

3.2 

1.0 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.0 

0.0 

10.4 

0.0 

12.0 

7.0 

15.1 

8.3 

8.5 

15.5 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

(n=521)

０円

(n=3)

０円超

100万円以下

(n=25)

100万円超

500万円以下

(n=43)

500万円超

1,000万円以下

(n=53)

1,000万円超

5,000万円以下

(n=206)

5,000万円超

１億円以下

(n=94)

１億円超

(n=97)

個人 政府系金融機関 銀行 信用金庫

労働金庫 信用組合 地方自治体 他のNPO法人

その他

【図表１-23】 収益規模別 借入先 【MA】
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４ NPO 法人の寄附受入状況 

（１）寄附の受入方法 
個人や法人を問わず寄附を受け入れた法人（1,032法人）の寄附の受入方法をみると、

認定・仮認定を受けていない法人は「直接手渡し」（78.2％）が最も高く、「金融機関・

郵便局への振込」（50.9％）と続く。認定・仮認定法人でも「金融機関・郵便局への振

込」（86.2％）、「直接手渡し」（82.9％）と続くことから、ともに、この２つの方法が中

心となっている。 

また、認定・仮認定法人では、「事務局・店舗等への募金箱の設置」（23.6％）や「ク

レジットカード決済」（16.1％）などの受入方法が浸透していることがうかがえる。 

【図表１-24】 

 

 

3.1 

14.0 

64.5 

80.0 

7.3 

5.8 

8.8 

2.1 

7.9 

50.9 

78.2 

1.7 

4.6 

9.3 

4.8 

23.6 

86.2 

82.9 

16.1 

7.8 

8.0 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

街頭募金

事務局・店舗等への

募金箱の設置

（街頭募金は除く）

金融機関・

郵便局への振込

直接手渡し

クレジットカード決済

寄附付商品の販売

その他

全体(n=1,032)

認定・仮認定を受けていない法人(n=634)

認定・仮認定法人(n=398)

【図表１-24】 寄附の受入方法 【MA】
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地域別の寄附の受入方法 

地域別に寄附の受入方法をみると、南関東以外では、「直接手渡し」が多く、最も多

いのが中国（86.5％）、続いて中部（83.7％）、北海道（83.1％）となっている。 

【図表１-25】 
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75.8 
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2.4 

6.6 
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7.9 
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3.1 

5.2 

11.1 

6.2 

8.8 

7.2 

7.4 

8.9 

11.9 

10.6 

6.3 

8.3 

5.6 

8.6 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

(n=1,021)

北海道

(n=83)

東北

(n=121)

北関東

(n=90)

南関東

(n=227)

中部

(n=123)

近畿

(n=128)

中国

(n=96)

四国

(n=72)

九州

(n=81)

街頭募金 事務局・店舗等への募金箱の設置（街頭募金は除く）

金融機関・郵便局への振込 直接手渡し

クレジットカード決済 寄附付商品の販売

その他

【図表１-25】 主たる事務所の所在地×寄附の受入方法 【MA】
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情報開示手段別の寄附の受入方法 

情報開示手段別の寄附の受入方法でも、「直接手渡し」が最も多く、次いで「金融機

関・郵便局への振込」による寄附の受入が多くなっている。【図表１-26】 
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84.8
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15.3

22.7

1.4
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2.2
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8.0

6.5
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3.4
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4.3

8.8

9.7

9.7

9.6

15.9

5.5

10.9

13.0

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

(n=1,031)

自身が運営するインターネット・

ホームページで一般に公開している

(n=578)

所轄庁・民間団体が運営するインターネット・

ホームページで一般に公開している

(n=474)

一般向けの広報誌で公開している

(n=157)

一般向けの説明会を開催している

(n=44)

会員や寄附者に情報提供しているが、

その他一般向けには情報提供していない

(n=146)

閲覧以外の情報開示はしていない

(n=92)

その他

(n=46)

街頭募金 事務局・店舗等への募金箱の設置（街頭募金は除く）

金融機関・郵便局への振込 直接手渡し

クレジットカード決済 寄附付商品の販売

その他

【図表１-26】 情報開示手段別 寄附の受入方法 【MA】
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（２）寄附への取組み 
認定・仮認定を受けていない法人は、寄附への取組みについてどの項目においても 1割

程度であり、「特に取り組んでいることはない」法人が７割となっている。一方、認定・

仮認定法人は、「寄附の受入状況とその活用などに関する資料の作成・公表」(41.0％)が

最も高く、「企業や行政、教育機関等の外部組織との連携」(26.8％)、「ソーシャル・ネッ

トワーキング・サービス(SNS)を活用した情報発信」(24.3％)と続いた。【図表１-27】 

 

 

 

  

10.3 

7.0 

1.3 

1.0 

10.5 

74.7 

7.6 

41.0 

24.3 

8.8 

6.3 

26.8 

34.5 

15.3 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

寄附の受入状況とその活用などに

関する資料の作成・公表

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS)を

活用した情報発信

クラウドファンディングの活用

寄附集めも含めた資金調達の専門家の育成・活用

企業や行政、教育機関等の外部組織との連携

特に取り組んでいることはない

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,081) 認定・仮認定法人(n=400)

【図表１-27】 寄付への取組み 【MA】(n=1,481)
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（３）個人からの寄附 
前事業年度における個人の寄附人数をみると、認定・仮認定を受けていない法人では平

均値 11人、中央値０人、認定・仮認定法人は平均値 498人、中央値 35人となっている。

また、「寄附金額」でみると、認定・仮認定を受けていない法人は平均値 310万円、中央

値０円、認定・仮認定法人は平均値 8,263 万円、中央値 56万円であり、金額・件数とも

に認定・仮認定法人が多い。【図表１-28】【図表１-28（参考）】 

 

 

 
 

 

 

 

  

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,707 1 144.6 0 99,450 1,654 1 2,521.8 0 1,781,900

認定・仮認定を

受けていない法人
1,239 0 10.9 0 878 1,194 0 310.0 0 142,560

認定・仮認定法人 468 35 498.4 0 99,450 460 56 8,262.8 0 1,781,900

法人数
人数

法人数
金額（単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 914 14 270.0 1 99,450 922 25 4,523.9 0 1,781,900

認定・仮認定を

受けていない法人
535 6 25.4 1 878 540 11 685.5 0 142,560

認定・仮認定法人 379 62 615.5 1 99,450 382 84 9,950.0 0 1,781,900

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。

法人数
人数

法人数
金額（単位：万円）

【図表１-28】 受入寄附（個人） 

【図表１-28（参考）】 受入寄附（個人） （０人・０円を除く） 
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個人寄附合計人数の分布をみると、認定・仮認定を受けていない法人では「０人」

（56.8％）が最も高く、次いで「１人」（9.0％）であり、寄附人数が少ないことがわかる。

一方、認定・仮認定法人では「101人以上」が 29.3％を占めており、対照的な結果となっ

ている。 

また、昨年度の結果と比較すると、「１人以上」の法人が、認定・仮認定を受けていな

い法人（44.4％→43.2％）で減少している。【図表１-29】 【図表１-29（参考）】 
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全体

(n=1,707)

認定・仮認定を受け

ていない法人

(n=1,239)

認定・仮認定法人

(n=468)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人

６人～10人 11人～20人 21人～50人 51人～100人 101人以上

【図表１-29】 個人寄附合計人数

43.2％
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（n=1,338）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=981）

認定・仮認定法人

（n=357）

０件 １件 ２件 ３件 ４～５件 ６～10件

11～20件 21～50件 51～100件 101件以上

【図表１-29（参考）】 個人寄附合計件数 （平成26年度調査より）

44.4％
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個人寄附合計金額の内訳をみると、認定・仮認定を受けていない法人では、「０円」

が 54.8％と５割を超えた。認定・仮認定法人では「500 万円超」が 15.0％となってお

り、認定・仮認定を受けていない法人（1.3％）を大きく上回る。 

【図表１-30】 【図表１-30（参考）】 
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3.7
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5.0
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2.2 
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6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,338）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=982）

認定・仮認定法人

（n=356）

０円 ０円超～10万円以下 10万円超～50万円以下

50万円超～100万円以下 100万円超～500万円以下 500万円超～1,000万円以下

1,000万円超

【図表１-30（参考）】 個人寄附合計金額 （平成26年度調査より）
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50万円超～100万円以下 100万円超～500万円以下 500万円超～1,000万円以下
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【図表１-30】 個人寄附受入合計金額

1.3％ 

15.0％ 
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個人寄附受入合計額別の寄附の受入方法 

個人寄附受入合計額別に寄附の受入方法をみると、受入寄附金合計額が 100 万円を

超えると「金融機関・郵便局への振込」の割合が、500万円を超えると「クレジットカ

ード決済」の割合が高くなっている。【図表１-31】 
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(n=916)

０円超
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(n=314)

10万円超

50万円以下

(n=246)

50万円超

100万円以下

(n=119)

100万円超

500万円以下

(n=152)

500万円超

１,000万円以下

(n=32)

1,000万円超

(n=53)

街頭募金

事務局・店舗等への募金箱の設置（街頭募金は除く）

金融機関・郵便局への振込

直接手渡し

クレジットカード決済

寄附付商品の販売

その他

【図表１-31】 受入寄附金合計額別 寄附の受入方法 【MA】
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（４）個人寄附受入合計金額別の情報開示手段 
個人寄附受入合計金額別に情報開示手段をみると、「０円超～100万円以下」では「閲

覧以外の情報開示はしていない」、「会員や寄附者に情報提供しているが、一般向けに

は情報提供していない」の割合が他に比べて高くなっている。【図表１-32】 

  

58.1

42.4

59.0

67.2

69.7

84.4

77.4

46.4

42.7

45.4

47.9

48.0

59.4

56.6

16.2

12.7

16.7

11.8

19.1

18.8

34.0

4.2

2.5

4.0

4.2

5.3

6.3

11.3

13.7

21.7

12.0

9.2

8.6

3.1

5.7

8.3

11.1

7.2

10.9

5.9

0.0

1.9

4.7

5.4

4.4

6.7

2.6

6.3

1.9

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

(n=921)
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１,000万円以下

(n=32)

1,000万円超
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自身が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している
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【図表１-32】 個人受入寄付額×情報開示手段 【MA】
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（５）個人寄附受入合計金額別の寄附への取組み 
個人寄附受入合計金額別に寄附への取組みをみると、受入寄附合計額が「50万円

超」の法人では、「寄附の受入状況とその活用などに関する資料の作成・公表」が最

も高く、「50 万円以下」では「特に取り組んでいることはない」が最も高い。【図表１-

33】 
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企業や行政、教育機関等の外部組織との連携

特に取り組んでいることはない

その他

【図表１-33】 個人寄附受入合計金額×寄附への取組み 【MA】
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（６）法人からの寄附 

法人など団体から受け取った法人寄附のうち、「寄附社数」をみると、認定・仮認定

を受けていない法人は平均値２社、中央値０社、認定・仮認定法人は平均値 28社、中

央値２社となっている。「寄附金額」をみると、認定・仮認定を受けていない法人は平

均値 41 万円、中央値０万円、認定・仮認定法人は平均値 2,294万円、中央値 13万円で

あり、社数、金額ともに認定･仮認定法人が多い。【図表１-34】【図表１-34（参考）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,682 0 8.9 0 4,359 1,620 0 676.8 0 738,533

認定・仮認定を

受けていない法人
1,218 0 1.7 0 150 1,163 0 41.3 0 6,730

認定・仮認定法人 464 2 27.7 0 4,359 457 13 2,294.0 0 738,533

法人数法人数
社数 金額（単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 630 3 23.6 1 4,359 633 24 1,732.0 0 738,533

認定・仮認定を

受けていない法人
321 1 6.4 1 150 320 13 150.0 0 6,730

認定・仮認定法人 309 7 41.5 1 4,359 313 41 3,349.4 0 738,533

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。

法人数
社数 金額（単位：万円）

法人数

【図表１-34】 法人寄附受入 

【図表１-34（参考）】 法人寄附受入 （０社・０円を除く） 
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法人寄附合計社数をみると、認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人

ともに「０社」の割合が最も高いが、認定・仮認定を受けていない法人が 73.6％なの

に対し、認定・仮認定法人 33.4％となっている。認定・仮認定法人では「101社以

上」も 2.4％あり、認定・仮認定法人であることと法人寄附の有無との間には高い関

係性があることがみてとれる。【図表１-35】 
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【図表１-35】 法人寄附合計社数
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【図表１-35（参考）】 法人寄附受入合計社数 （平成26年度調査より）
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法人寄附合計金額をみると、認定・仮認定法人は、認定・仮認定を受けていない法人

に比べて寄附合計金額が高い傾向がみられ、10万円を超える法人の割合は 50.8％であ

る。【図表１-36】【図表１-36（参考）】  
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【図表１-36】 法人寄附合計金額
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【図表１-36（参考）】 法人寄附合計金額 （平成26年度調査より）

47.3％
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（７）寄附に占める個人・法人の割合 
寄附全体に占める個人・法人の割合をみると、件数（※3）については、「個人からの

寄附件数」が認定・仮認定を受けていない法人（86.8％）、認定・仮認定法人（94.8％）

ともに大部分を占めている。 

金額についても、「個人からの寄附金額」が認定・仮認定を受けていない法人（88.5％）、

認定・仮認定法人（78.4％）ともに高い割合を示している。【図表１-37】 
 

 

 

 

  

                                                   
※3 同一の者からの複数回の寄附は１人（個人寄附）または１社（法人寄附）としてカウントする。 

個人 法人 個人 法人

全体 1,033 94.3 5.7 1,040 79.2 20.8

認定・仮認定を

受けていない法人
637 86.8 13.2 641 88.5 11.5

認定・仮認定法人 396 94.8 5.2 399 78.4 21.6

法人数
件数

法人数
金額

【図表１-37】 寄附に占める個人・法人の割合 
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５ NPO 法人の経理・情報開示の状況 

（１）経理担当者の状況 
経理担当者の状況をみると、「ほかの業務も兼務している経理担当者がいる」（63.9％）

が全体の６割を占めており、「経理専門の担当者がいる」（17.6％）、「公認会計士、税理

士等外部の人や団体に依頼している」（12.2％）と続く。 

「経理専門の担当者がいる」は、認定・仮認定を受けていない法人（15.7％）に対し

て、認定・仮認定法人（22.5％）が高くなっている。【図表１-38】【図表１-38（参考）】  
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その他

【図表１-38】 経理担当者の状況
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【図表１-38（参考）】 経理担当者の状況 （平成26年度調査より）
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認定・仮認定制度の利用意向別に経理担当者の状況をみると、認定・仮認定を受けて

いたり、申請の準備を進めている法人では「経理専門の担当者がいる」割合が高くなっ

ている。また、認定・仮認定制度の利用意向に関わらず公認会計士や税理士等に依頼し

ている法人が 10％程度ある。 

また、昨年度の結果と比較すると「認定を受けたいと思っており、申請の準備を進め

ている」法人の「経理専門の担当者がいる」割合の増加（19.5％→30.6％）が目立った。

【図表１-39】 【図表１-39（参考）】 

 

 

17.7

23.3

30.6

22.2

15.6

16.8

12.2

13.1

13.3

63.7

62.0

52.8

66.7

63.1

68.4

66.3

61.2

50.0

4.5

2.6

8.3

5.0

3.7

6.1

7.5

10.0

12.2

10.8

8.3

11.1

13.5

9.4

14.3

17.3

20.0

1.8

1.3

2.8

1.7

1.0

0.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,737)

既に認定・仮認定を受けている

(n=455)

認定を受けたいと思っており、

申請の準備を進めている

(n=36)

仮認定制度を利用して、

仮認定制度の準備を進めている

(n=9)

関心はあるが、

申請の準備を進めていない

(n=436)

現時点においては

認定・仮認定の申請をしない

(n=459)

関心がない

(n=98)

よく分からない

(n=214)

その他

(n=30)

経理専門の担当者がいる

ほかの業務も兼務している経理担当者がいる

特に決まった人はおらず、できる人がその都度担当している

公認会計士、税理士等外部の人や団体に依頼している

その他

【図表１-39】 認定・仮認定制度の利用意向別 経理担当者の状況
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【図表１-39（参考）】 認定・仮認定制度の利用意向別 経理担当者の状況

（平成26年度調査より）
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（２）採用している会計基準等 
採用している会計基準等は、「NPO 法人会計基準」（※4）（72.2％）が７割を占

め、「一般企業において採用されている損益計算型の会計基準」（9.9％）、「収支計算

の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き」（8.1％）と続く。 

「NPO 法人会計基準」を採用している割合は認定・仮認定を受けていない法人で

も 70.0％と７割を占めるが、認定・仮認定法人では 78.0％とより広く用いられてい

ることがうかがえる。【図表１-40】【図表１-40（参考）】 

 

 

                                                   
※4 「NPO 法人会計基準」とは、平成 22年７月に民間団体である「NPO 法人会計基準協議会」が策定

した、特定非営利活動法人の統一的な会計報告のルールを記した会計基準。 
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【図表１-40】 採用している会計基準等
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【図表１-40(参考)】 採用している会計基準等 （平成26年度調査より）
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認定・仮認定制度の利用意向別に採用している会計基準等をみると、「既に認定・仮

認定を受けている法人」では、「NPO 法人会計基準」が 80.0％となった。 

また、昨年度の結果と比較すると「仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進め

ている」法人で「収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き」の採用がな

くなり、その分「NPO 法人会計基準」が増加した。【図表１-41】 【図表１-41（参考）】 
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【図表１-41】 認定・仮認定制度の利用意向別 採用している会計基準等
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【図表１-41（参考）】 認定・仮認定制度の利用意向別 採用している会計基準等（平成26年度調査より）
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地域別に採用している会計基準等をみると、「NPO 法人会計基準」は地域を問わず

７割前後で採用されていることがわかる。【図表１-42】 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,733)

北海道

(n=172)

東北

(n=199)

北関東

(n=173)

南関東

(n=291)

中部

(n=201)

近畿

(n=206)

中国

(n=180)

四国

(n=151)

九州

(n=160)

収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き

NPO法人会計基準

公益社団・財団法人等において採用されている損益計算型の会計基準

一般企業において採用されている損益計算型の会計基準

その他

分からない

【図表１-42】 主たる事務所の所在地×採用している会計基準等
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（３）情報開示手段 
法に基づく閲覧以外の情報開示手段をみると、全体では「自身が運営するインター

ネット・ホームページで一般向けに公開している」（46.7％）、「所轄庁・民間団体が運

営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している」（40.7％）などのホ

ームページでの一般公開が中心となっている。 

「自身が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している」割合は、

認定・仮認定法人（68.8％）と認定・仮認定を受けていない法人（38.4％）とで大きな

差がでた。一方、認定・仮認定を受けていない法人では「会員や寄附者に情報提供して

いるが、一般向けには情報提供していない」（18.4％）、「閲覧以外の情報開示はしてい

ない」（17.0％）が認定・仮認定法人の約２倍となり、情報開示を積極的に実施してい

ないことがうかがえる。【図表１-43】 

 

 

  

46.7

40.7

11.7

3.1

15.6

14.6

5.1

38.4

37.8

9.3

2.6

18.4

17.0

5.2

68.8

48.5

18.2

4.6

8.2

8.4

4.8

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

自身が運営する

インターネット・ホームページで

一般向けに公開している

所轄庁・民間団体が運営する

インターネット・ホームページで

一般向けに公開している

一般向けの広報誌で公開している

一般向けの説明会を開催している

会員や寄附者に情報提供しているが、

一般向けには情報提供していない

閲覧以外の情報開示はしていない

その他

全体
(n=1,756)

認定・仮認定を受けていない法人
(n=1,278)

認定・仮認定法人
(n=478)

【図表１-43】 情報開示手段 【MA】
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情報開示手段で、“一般向けの情報開示をしている”選択肢１～４（※5）の回答数別

区分をみると、「回答数１個以上」は、認定・仮認定を受けていない法人が 63.8％であ

るのに対して、認定・仮認定法人では 81.5％と、認定・仮認定法人が圧倒的に高い。

【図表１-44】 

 

 

  

                                                   
※5 Ｑ３「特定非営利活動促進法に基づく閲覧以外に情報開示のために利用した手段」の選択肢は、以下

のとおり。 
１．自身が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している 
２．所轄庁・民間団体が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している 
３．一般向けの広報誌で公開している 
４．一般向けの説明会を開催している 
５．会員や寄附者に情報提供しているが、一般向けには情報提供していない 
６．閲覧以外の情報開示はしていない 
７．その他 

31.3

36.2

18.5

42.5

44.0

38.6

20.0

16.3

29.9

5.3

2.9

11.6

0.9

0.7

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,762）

認定・仮認定を受

けていない法人

（n=1,280）

認定・仮認定法人

（n=482）

Ｑ３の選択肢１～４の回答数０個

（一般向けに情報を開示していない）

Ｑ３の選択肢１～４の回答数１個

Ｑ３の選択肢１～４の回答数２個 Ｑ３の選択肢１～４の回答数３個

Ｑ３の選択肢１～４の回答数４個

【図表１-44】 情報開示手段（回答数）

81.5％

63.8％ 
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６ 抱える課題  
法人の抱える課題で最も高い割合を占めたのは「人材の確保や教育」（77.1％）で、

認定を受けていない法人（76.9％）と認定・仮認定法人（77.7％）の間でほとんど差が

みられない。【図表１-45】 

 
  

77.1 

76.9 

77.7 

59.9 

57.6 

66.0 

31.4 

32.5 

28.5 

25.0 

25.4 

23.8 

44.4 

44.0 

45.2 

19.0 

17.7 

22.7 

4.3 

4.3 

4.2 

1.1 

1.0 

1.3 

3.9 

4.1 

3.5 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

（n=1,754）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=1,274）

認定・仮認定法人

（n=480）

人材の確保や教育 収入源の多様化

事業規模の拡充 外部の人脈・ネットワークの拡大

法人の事業運営力の向上 一般向けの広報の充実

関係者への活動結果の報告 会計情報の開示

その他

【図表１-45】 抱える課題 【MA】



53 
 

７ 企業等との連携  
企業等との連携では認定・仮認定法人では、「企業等及び企業等の社員からの寄附の

受入れ」（63.3％）が最も高い割合を示したが、認定・仮認定を受けていない法人では

（30.6％）となっており差が開き、「企業等からの助成金の申請・受入れ」（46.7％）が

最も高い割合を示した。【図表１-46】 

 

 

  

14.2 

32.5 

30.6 

46.7 

20.0 

12.6 

5.4 

13.4 

14.6 

37.8 

63.3 

58.5 

18.2 

5.8 

4.0 

10.2 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

出向等を通じた人事交流

企業等の社員のプロボノ等による技術支援

企業等及び企業等の社員からの寄附の受入れ

企業等からの助成金の申請・受入れ

企業等の設備や機械機器の活用

企業等との連携は期待していない

企業等との連携は必要ない

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,267) 認定・仮認定法人

(n=479)

【図表１-46】 企業等との連携【MA】 (n=1,746)
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８ 認定・仮認定制度の認識、利用意向 
≪回答フロー≫ 

 

1,2,3

認定・仮認定

特定非営利活動

法人制度の利用

申請準備の

経過

認定・仮認定申請準備が

進まなかった（進んでいない）

理由

申請準備を進めていない

又は申請をしない理由

Ｑ15

Ｑ17

Ｑ17-１

Ｑ18

4,5

１

2

認定を受けているか、

申請を進めている。

順調に

進まなかった。

準備もしていないし、

申請の予定もない。

認定・仮認定

特定非営利活動法人制度を

利用する理由

順調に進んだ。

E

E

E

Ｓ

Ｑ16
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（１）認定・仮認定制度の利用意向 
認定・仮認定制度の利用意向をみると、「認定を受けたいと思っており、申請の準備

を進めている」が 2.1％、「仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている」

が 0.5％、「関心はあるが、申請の準備を進めていない」が 25.2％であり、合計 27.8％

の法人は認定・仮認定取得に関心を持っていると言え、今後の“認定・仮認定予備軍”

であるといえる。【図表１-47】  

 

 

 

  

26.2

2.1

0.5

25.2 26.4 5.6 12.3

1.7

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

既に認定・仮認定を受けている

認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている

関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・仮認定の申請をしない

関心がない

よく分からない

その他

【図表１-47】 認定・仮認定制度の利用意向 （n=1,743）

24.6 3.1

0.9

21.0 28.4 6.2 13.9

1.9

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

既に認定・仮認定を受けている

認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている

関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・仮認定の申請をしない

関心がない

よく分からない

その他

【図表１-47(参考)】 認定・仮認定制度の利用意向 （n=1,321） （平成26年度調査より）

25.0％

27.8％ 
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地域別の認定・仮認定制度の利用意向 

地域別に認定・仮認定制度の利用意向をみると、「既に認定・仮認定を受けている」

割合で「南関東」（54.3％）と「中部」（30.5％）「近畿」（28.6％）が全体（26.1％）よ

り高かった。【図表１-48】 

 

 

  

26.1

15.2

20.8

14.5

54.3

30.5

28.6

11.1

14.8

24.1

2.1

0.6

3.0

1.7

1.7

2.0

2.4

1.7

3.4

2.5

0.5

0.0
0.5

0.6

0.7

1.0

0.0

0.0

2.0

0.0

25.2

30.4

22.3

36.6

12.8

21.0

27.7

28.9

26.8

29.7

26.4

31.0

35.0

26.7

17.3

27.0

24.3

30.0

28.9

22.8

5.6

6.4

3.6

5.8

4.8

6.0

2.9

7.2

6.7

8.2

12.4

14.6

11.2

12.2

6.9

12.0

12.1

17.8

17.4

11.4

1.7

1.8

3.6

1.7

1.4

0.5

1.9

3.3

0.0

1.3

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体(n=1,722)

北海道(n=171)

東北(n=197)

北関東(n=172)

南関東(n=289)

中部(n=200)

近畿(n=206)

中国(n=180)

四国(n=149)

九州(n=158)

既に認定・仮認定を受けている 認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている 関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・仮認定の申請をしない 関心がない

よく分からない その他

【図表１-48】 地域別 認定・仮認定制度の利用意向
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収益規模別の認定・仮認定制度の利用意向 

収益規模別に認定・仮認定制度の利用意向をみると、“認定・仮認定予備軍”はどの

収益規模でも、約３割おり、昨年度からは大きな変化はなかった。 

【図表１-49】【図表１-49（参考）】 

 

 

 

 

26.6 

27.8 

12.0 

31.3 

27.5 

26.5 

30.0 

29.6 

2.2

2.5

2.4

1.7

1.4

3.5

3.4

0.5 

11.1 0.6 

1.0 

0.0 

0.3 

0.0 

0.6 

25.1 

11.1 

35.4 

23.6 

30.9 

23.6 

20.3 

25.1 

26.1 

27.8 

25.3 

24.5 

19.7 

28.7 

28.2 

23.5 

5.6 

5.6 

8.9 

4.3 

5.1 

5.9 

6.6 

2.8 

12.1 

16.7 

12.7 

12.0 

14.0 

11.6 

10.6 

13.4 

1.6 

0.0 

2.5 

1.0 

1.1 

2.1 

0.9 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,599)

０円

(n=18)

０円超～100万円以下

(n=158)

100万円超～500万円以下

(n=208)

500万円超～1,000万円以下

(n=178)

1,000万円超～5,000万円以下

(n=631)

5,000万円超～１億円以下

(n=227)

１億円超

(n=181)

既に認定・仮認定を受けている 認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている 関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・仮認定の申請をしない 関心がない

よく分からない その他

【図表１-49】 収益規模別 認定・仮認定制度の利用意向

24.8 

12.2 

13.6 

30.6 

31.7 

22.5 

27.8 

33.1 

3.2

3.4

4.1

3.6

2.4

4.0

4.8

0.9 

0.0 

1.4 

0.6 

0.7 

1.3 0.7 

0.7 

20.8 

16.2 

29.9 

25.9 

15.8 

20.0 

18.5 

17.2 

28.4 

21.6 

27.9 

22.9 

30.2 

30.4 

30.5 

28.3 

6.3 

12.2 

9.5 

3.5 

5.0 

6.6 

5.3 

4.1 

13.7 

33.8 

10.9 

10.6 

11.5 

15.0 

11.9 

9.7 

2.0 

4.1 

3.4 

1.8 

1.4 

1.8 

1.3 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,280)

０円

(n=74)

０円超～100万円以下

(n=147)

100万円超～500万円以下

(n=170)

500万円超～1,000万円以下

(n=139)

1,000万円超～5,000万円以下

(n=454)

5,000万円超～１億円以下

(n=151)

１億円超

(n=145)

既に認定・仮認定を受けている 認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている 関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・仮認定の申請をしない 関心がない

よく分からない その他

【図表１-49(参考)】 収益規模別 認定・仮認定制度の利用意向 （平成26年度調査より）
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（２）認定・仮認定制度を利用する理由 
認定・仮認定を受けている、または、申請準備を進めている法人が認定・仮認定制度

を利用する理由をみると、その割合が高い順に「社会的信用・認知度が高まるから」

（87.2％）、「寄附金を集めやすくなるから」（71.2％）、「税制上の優遇措置を受けるこ

とができるから」（66.0％）となっている。【図表１-50】 

 
 

  
87.2

71.2

66.0

36.6

24.8

7.0

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

社会的信用・

認知度が高まるから

（n=436）

寄附金を集めやすくなるから

（n=356）

税制上の優遇措置を

受けることができるから

（n=330）

内部管理がしっかりするから

（n=183）

相続（遺贈）財産の寄附の

受入れも見込めるから

（n=124）

その他

（n=35）

【図表１-50】 認定・仮認定特定非営利活動法人制度を利用する理由  (n=500) 【MA】 
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（３）認定・仮認定申請に当たっての困難 
「認定・仮認定申請準備が順調に進まなかった（進んでいない）」を選択した 103法

人の順調に進まなかった（進んでいない）理由をみると、「申請書類が煩雑で作成に手

間がかかるため」が 63.1％、「日常業務で忙しいため」が 60.2％、「会計や税務に関す

る専門的な知識を持ったスタッフが足りないため」「認定要件等の制度が複雑すぎて、

理解が困難であるため」が 45.6％と続いた。【図表１-51】 

 

 
 

  

63.1

60.2

45.6

45.6

35.9

9.7

21.4

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

申請書類が煩雑で

作成に手間がかかるため

(n=65)

日常業務で忙しいため

(n=62)

会計や税務に関する専門的な知識を

持ったスタッフが足りないため

(n=47)

認定要件等の制度が複雑すぎて、

理解が困難であるため

(n=47)

所轄庁との調整に時間がかかるため

(n=37)

所轄庁に事前相談に行きたいが

場所が遠くて通えないため

(n=10)

その他

(n=22)

【図表１-51】 認定・仮認定申請準備が進まなかった（進んでいない）理由 (n=103) 【MA】
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（４）認定・仮認定申請準備を進めていない又は申請をしない理由 
認定・仮認定申請準備を行っていない理由をみると、「日常業務で忙しいため認定・

仮認定に必要な手続を行う時間がないため」（36.6％）、「認定・仮認定法人になる必要

性を感じないため」（33.0％）、「パブリックサポートテストにおける認定・仮認定基準

を満たすことができないため」（30.8％）の順で高くなっている。【図表１-52】 

 

 

 

  

36.6

33.0

30.8

27.0

24.5

11.4

6.9

3.1

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

日常業務で忙しいため

認定・仮認定に必要な手続きを行う

時間がないため （n=328）

認定・仮認定法人になる必要性を感じないため

（n=295）

パブリックサポートテストにおける

認定・仮認定基準を満たすことができないため

（n=276）

会計や税務に関する専門的な知識を持った

スタッフが不足しているため

（n=242）

認定・仮認定の仕組みや認定・仮認定基準を

満たしているかどうかよく分からないため

（n=219)

パブリックサポートテストにおける

相対値基準 について試算したことがなく

基準を満たしているかどうか分からないため

（n=102）

パブリックサポートテスト以外の

選定基準を満たすことができないため

（n=62）

その他

（n=28）

【図表１-52】申請準備を進めていない又は申請をしない理由 (ｎ=895 ) 【MA】
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９ 必要と考える行政による環境整備 
今後の活動を発展させるに当たって必要と考える行政による環境整備（資金面以外）

をみると、認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに、「公共施設等

活動場所の低廉・無償提供」が最も高く、それぞれ 67.5％、71.9％である。次に「市

民・企業等が法人の活動情報を得られる仕組みなどの環境整備」が、それぞれ 48.4％、

55.8％と続く。【図表１-53】 
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認定・仮認定を受けていない法人(n=1,272) 認定・仮認定法人(n=477)

【図表１-53】 必要と考える行政による環境整備 （n=1,749） 【MA】
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認定・仮認定制度の利用意向別に必要と考える行政による環境整備をみると、「公共

施設等活動場所の低廉・無償提供」が、「認定を受けたいと思っており、申請の準備

を進めている」(82.9％)、「関心はあるが、申請の準備を進めていない」(74.7％)と

いった“認定申請予備軍”、「既に認定・仮認定を受けている」(73.8％)といった認

定・仮認定法人で特に高い割合を示している。【図表１-54】 
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【図表１-54】 認定・仮認定特定非営利活動法人制度の利用×行政による環境整備 【MA】
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１ 回答者の基本属性 
（１）性別 

 
【図表２－１】 性別 （n=1,667） 

 

 
 
（２）年齢 

 
【図表２－２】 年齢 (n=1,667) 
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（３）結婚 

 
【図表２－３】 結婚 （n=1,631）《不明を除く》 

 
 
 
（４）地域 

 
【図表２－４】 地域 （n=1,667） 
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（５）職種 

 
【図表２－５】 職種 （n=1,627）《不明を除く》 
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（６）世帯全体の年間収入 

 
【図表２－６】 世帯全体の年間収入 （n=1,613）《不明を除く》 
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２ ボランティア活動の現状と意識 
 市民のボランティア活動の現状について、活動に対する関心、活動経験の有無、ボランテ

ィア活動に関する考えについて調査を行った。 
 
（１）ボランティア活動に対する関心の有無 
ボランティア活動に対する関心の有無は、「とても関心がある」（9.3％）、「少し関心があ

る」（50.3％）との合計は 59.6％となっており、ボランティア活動に関心を持っている者が

過半数となっている。【図表２－７】 
 

【図表２－７】 ボランティア活動に対する関心の有無 （n=1,656）《不明を除く》 

 
 
 

【図表２－７（参考）】ボランティア活動に対する関心の有無 （n=1,646）（平成 26 年度調査より） 
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（２）過去３年間のボランティア活動経験の有無 
過去３年間のボランティア活動経験の有無は、「ボランティア活動をしたことがある」者

は 23.3％となっている。【図表２－８】 
 

【図表２－８】 ボランティア活動経験の有無 （n=1,659）《不明を除く》 

 

 
 

【図表２－８（参考）】 ボランティア活動経験の有無 （n=1,647）（平成 26 年度調査より） 
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（３）ボランティア活動に参加した分野 
過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人が平成 26 年度に参加

した分野は、「保健・医療・福祉」（27.3％）、「まちづくり・まちおこし」（26.6％）、「子ど

も・青少年育成」（23.2％）の順となっている。昨年度の結果と比較すると、「保健・医療・

福祉」が 20.0％から 27.3％に増加している。【図表２－９】 
 

【図表２－９】 ボランティア活動に参加した分野 （n=271）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 
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【図表２－９（参考）】 ボランティア活動に参加した分野 （n=435）【MA】（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 

 

  

29.4

23.0

21.4

20.0

17.5

17.0

12.6

9.7

4.4

4.4

0.7

10.3

4.8

0% 10% 20% 30% 40%

まちづくり・まちおこし

子ども・青少年育成

自然・環境保全

保健・医療・福祉

地域安全

芸術・文化・スポーツ

教育・研究

災害救助支援

人権・平和

国際協力・交流

雇用促進・雇用支援

平成25年度は

ボランティア活動に

参加していない

その他



72 
 

（４）参加理由 
ボランティア活動を「したことがある」と回答した人の参加理由は、「社会の役に立ちた

いと思ったから」（45.6％）、「活動を通じて自己啓発や自らの成長につながると考えるため」

（35.6％）、「自分や家族が関係している活動への支援」（30.3％）の順になっている。 
昨年度の結果と比較すると、「自分や家族が関係している活動への支援」の割合が 23.9％

から 30.3％に増加している。【図表２－10】 
 

【図表２－10】 参加理由 （n=261）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 
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【図表２－10（参考）】 参加理由 （n=426）【MA】（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 
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（５）参加の妨げとなる要因 
参加の妨げとなる要因は、「活動に参加する時間がない」（52.8％）、「活動に参加する際の

経費（交通費等）があり、経済的負担が大きい」（29.3％）、「ボランティア活動を行いたい

が、十分な情報がない」（23.2％）となっている。時間的制約の占める割合が大きく、経済

的な理由も参加の妨げとなっている。【図表２－11】 
 

【図表２－11】 参加の妨げとなる要因 （n=1,622）【MA】《不明を除く》 
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（６）国・地方自治体等への要望 
国・地方自治体等への要望は、「ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ法人等に関する

情報提供や情報発信を充実すべき」（41.9％）、「ボランティア活動を行いたい人と、受け入

れる人を結びつける人（団体等）を養成・支援すべき」（35.8％）、「ボランティア活動のた

めの休暇・休職制度の普及を行うべき」（33.3％）となっている。【図表２－12】 
 

【図表２－12】 国・地方自治体等への要望 （n=1,632）【MA】《不明を除く》 
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【図表２－12（参考）】 国・地方自治体等への要望 （n=1,625）【MA】（平成 26 年度調査より） 
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３ 寄附の現状と意識 
社会貢献活動における寄附の現状について、寄附経験の有無、寄附金額、寄附回数、寄附

に関する考えについて調査を行った。 
 
（１）寄附経験の有無 
過去３年間の寄附経験の有無は、「寄附をしたことがある」47.6％、「寄附をしたことがな

い」52.4％となっている。【図表２－13】 
 

【図表２－13】 寄附経験の有無 （n=1,658）《不明を除く》 

 

 
 

【図表２－13（参考）】 寄附経験の有無 （n=1,640）（平成 26 年度調査より） 
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（２）年間寄附金額 
個人の年間寄附金額は、過去３年間に「寄附をしたことがない」を「０円」としたとき、

「全体」の中央値は０円、「０円を除く」中央値は 3,000 円となっている。【図表２－14】 
 

【図表２－14】 年間寄附金額（個人） 
        

  

人数 
金額（単位：円）  

  中央値 平均値 最小値 最大値  

 全体 1,402  0  9,568.7  0  5,000,000   

 ０円を除く 520  3,000  25,798.6  1  5,000,000   

        

 
 
 
世帯の年間寄附金額は、過去３年間に「寄附をしたことがない」を「０円」としたとき、

「全体」の中央値は０円、「０円を除く」中央値は 4,000 円となっている。【図表２－15】 
 

【図表２－15】 年間寄附金額（世帯） 
        

  

世帯数 
金額（単位：円）  

  中央値 平均値 最小値 最大値  

 全体 1,280  0  7,056.0  0  440,000   

 ０円を除く 409  4,000  22,082.4  1  440,000   

        

 
 ※世帯の年間寄附金額の最大値が個人の年間寄付金額を下回っているのは、個人年間寄附金額が最大の

回答者について世帯年間寄附金額が不明であったため。 
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個人の年間寄附金額は、「１円以上～2,000 円未満」（36.8％）が最も高くなっている。 
【図表２－16】 

 
【図表２－16】 年間寄附金額（個人） （n=533）《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 

 
 
世帯の年間寄附金額は、「１円以上～2,000 円未満」（29.2％）が最も高くなっている。 

【図表２－17】 

 
【図表２－17】 年間寄附金額（世帯） （n=411）《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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（３）年間寄附回数 
寄附経験者の年間寄附回数は、「１回」（30.6％）が最も高く、「２回」（27.6％）と合わせ

ると 60％近くとなっている。【図表２－18】 
 

【図表２－18】 年間寄附回数 （n=540）《不明・０回を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 

 
 

【図表２－18（参考）】 年間寄附回数 （n=639）（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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（４）寄附方法 
寄附方法は、「街頭募金」38.1％、「設置されている募金箱（「街頭募金」を除く）」35.0％、

「直接手渡し」26.2％、「銀行・コンビニ等での振込み・口座引落し」21.7％となっている。 
【図表２－19】 

 
【図表２－19】 寄附方法 （n=614）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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【図表２－19（参考）】 寄附方法 （n=876）【MA】（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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（５）寄附をした相手 
寄附をした相手は、「共同募金会（例．赤い羽根等）」（49.7％）が最も高く、「日本赤十字

社」（32.7％）、「町内会・自治会」（32.5％）の順となっている。【図表２－20】 
 

【図表２－20】 寄附をした相手 （n=618）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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（６）寄附をした分野 
寄附をした分野は、「災害救助支援」（50.0％）が最も高く、「保健・医療・福祉」（35.0％）、

「子ども・青少年育成」（21.4％）の順となっている。【図表２－21】 
 

【図表２－21】 寄附をした分野 （n=602）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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【図表２－21（参考）】 寄附をした分野 （n=823）【MA】（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 

 

  

42.8

34.0

16.9

14.9

8.9

8.7

6.2

5.7

5.6

5.0

0.9

12.9

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

災害救助支援

保健・医療・福祉

子ども・青少年育成

まちづくり・まちおこし

国際協力・交流

自然・環境保全

教育・研究

芸術・文化・スポーツ

人権・平和

地域安全

雇用促進・雇用支援

平成25年度は寄附をしていない

その他



86 
 

（７）寄附理由 
寄附をした理由は、「社会の役に立ちたいと思ったから」（59.4％）が最も高い。次に「町

内会・自治会の活動の一環として」（36.8％）、「自分や家族が関係している活動への支援」

（13.7％）となっている。【図表２－22】 
 

【図表２－22】 寄附理由 （n=606）【MA】《不明を除く》 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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【図表２－22（参考）】 寄附理由 （n=874）【MA】（平成 26 年度調査より） 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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（８）寄附の妨げとなる要因 
寄附の妨げとなる要因は、「寄附をしても、実際に役に立っていると思えないこと」36.9％、

「寄附先の団体・ＮＰＯ法人等に対する不信感があり、信頼度に欠けること」35.3％、「経

済的負担が大きいこと」34.6％となっている。【図表２－23】 
 

【図表２－23】 寄附の妨げとなる要因 （n=1,612）【MA】 
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４ ＮＰＯ法人に対する関心 
ＮＰＯ法人に対する関心、認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する考えについて調査を行った。 

 
（１）ＮＰＯ法人に対する関心 

ＮＰＯ法人に対する関心は、「とても関心がある」（4.8％）、「少し関心がある」（35.8％）

を合わせた“関心がある”層は 40.6％である。また、回答としては「あまり関心がない」（46.0％）

が最も高くなっている。【図表２－24】 
 

【図表２－24】 ＮＰＯ法人に対する関心 （n=1,640）《不明を除く》 

 
 

【図表２－24（参考）】 ＮＰＯ法人に対する関心 （n=1,605）（平成 26 年度調査より） 

 
  

とても関心が

ある
4.8%

少し関心が

ある
35.8%

あまり関心が

ない
46.0%

まったく関心が

ない
13.5%

40.6％

とても関心が

ある

5.5%

少し関心が

ある

38.3%あまり関心が

ない

46.7%

まったく関心が

ない

9.5%

43.8％



90 
 

（２）認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 
認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識は、「知っていた」は 22.8％

となっている。【図表２－25】 
 
【図表２－25】 認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 （n=1,634）《不明を除く》 

 

 

【図表２－25（参考）】 認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 （n=1,603） 

（平成 26 年度調査より） 
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（３）寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 
寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報は、「法人の活動内容」（76.2％）、「寄附

により期待される効果」（62.7％）、「寄附金により購入した商品・サービスの一覧表」（47.3％）

の順となっており、寄附金の活用状況について関心が高くなっている。【図表２－26】 
 

【図表２－26】 寄附を行う場合に必要と考える NPO 法人の情報 （n=1,620）【MA】《不明を除く》 

 

  

76.2 

62.7 

47.3 

34.0 

24.3 

18.9 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

法人の活動内容

寄附により期待される効果

寄附金により購入した

商品・サービスの一覧表

法人の財務状況の報告

寄附金に対する税控除の額

法人の役員や職員の名簿

その他



92 
 

（４）認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 
認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附について、「寄附をしたいと思う」29.6％、「寄附をした

いとは思わない」70.4％となっている。【図表２－27】 
 

【図表２－27】 認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 （n=1,592）《不明を除く》 

 

【図表２－27（参考）】 認定・仮認定 NPO 法人への寄附 （n=1,579）《不明を除く》 

（平成 26 年度調査より） 
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５ クロス分析 
（１）ボランティア活動について 
①ボランティア活動に対する関心の有無 

［年齢］×［ボランティア活動に対する関心の有無］ 

年齢別にボランティア活動に対する関心の有無をみると、「とても関心がある」と「少し

関心がある」を合わせた“関心がある”層は各世代で過半数を占める。40 歳代以上では 60％
を超えている。【図表２－28】 
 

【図表２－28】 年齢×ボランティア活動に対する関心の有無 
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［性別］×［ボランティア活動に対する関心の有無］ 

男女別にボランティア活動に対する関心の有無をみると、「少し関心がある」者は「男性」

（44.2％）に比べ「女性」（55.7％）の方が高くなっている。「女性」は、「とても関心があ

る」（9.6％）と「少し関心がある」（55.7％）を合わせた“関心がある”層は 65.3％となっ

ている。【図表２－29】 

 
【図表２－29】 性別×ボランティア活動に対する関心の有無 
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［結婚］×［ボランティア活動に対する関心の有無］ 

婚姻状況別にボランティア活動に対する関心の有無をみると、「とても関心がある」「少し

関心がある」ともに「既婚」のほうが高くなっている。「既婚」は、「とても関心がある」

（10.6％）と「少し関心がある」（53.2％）を合わせた“関心がある”層は 63.8％となって

いる。【図表２－30】 

 
【図表２－30】 結婚×ボランティア活動に対する関心の有無 
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②ボランティア活動経験の有無 

［年齢］×［ボランティア活動経験の有無］ 

年齢別に過去３年間のボランティア活動経験の有無をみると、「したことがある」のは「30
歳代」18.2％と比べ、20 歳代、50 歳代、60 歳代では 25％程度となっている。【図表２－31】 
 

【図表２－31】 年齢×ボランティア活動経験の有無 
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［性別］×［ボランティア活動経験の有無］ 

男女別に過去３年間のボランティア活動経験の有無をみると、男女ともに「したことがあ

る」のは４分の１程度となっている。【図表２－32】 
 

【図表２－32】 性別×ボランティア活動経験の有無 
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［結婚］×［ボランティア活動経験の有無］ 

婚姻状況別にボランティア活動経験の有無をみると、ボランティア活動に対する関心の

有無に比べ、「したことがある」層は「独身」「既婚」で差が見られない。【図表２－33】 
 

【図表２－33】 結婚×ボランティア活動経験の有無 
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［職種］×［ボランティア活動経験の有無］ 

職種別に過去３年間のボランティア経験の有無をみると、「したことがある」のは「教職

員」（48.8％）が最も高く、次に「医師・弁護士等の資格職」（39.6％）、「学生」（37.8％）と

なっている。【図表２－34】 
 

【図表２－34】 職種×ボランティア活動経験の有無 

 

  

23.1 

20.4 

25.7 

39.6 

26.3 

48.8 

26.7 

18.3 

22.0 

37.8 

24.2 

20.7 

76.9 

79.6 

74.3 

60.4 

73.7 

51.2 

73.3 

81.7 

78.0 

62.2 

75.8 

79.3 

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,620）

会社員

（n=511）

自営業・家族従業者

（農業・漁業を含む）

（n=148）

医師・弁護士等の資格職

（n=48）

公務員（教職員は除く）

（n=57）

教職員

（n=43）

団体職員

（n=30）

派遣・契約社員、

パートタイム従業者、アルバイト

（n=300）

主婦・主夫

（n=223）

学生

（n=37）

無職（求職者、退職者含む。

主婦・主夫、学生を除く）

（n=165）

その他

（n=58）

したことがある したことがない 系列3



100 
 

［世帯全体の年間収入］×［ボランティア活動経験の有無］ 

世帯全体の年間収入別に過去３年間のボランティア活動経験の有無をみると、600 万円未

満の層で 20％程となっており、「600 万円以上 800 万円未満」で 31.1％、「1,000 万円以上」

で 30.5％と高くなっている。【図表２－35】 
 

【図表２－35】 世帯全体の年間収入×ボランティア活動経験の有無 
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［ボランティア活動に対する関心の有無］×［ボランティア活動経験の有無］ 

ボランティア活動に対する関心の有無と過去３年間のボランティア活動経験の有無の関

係をみると、ボランティア活動への関心が高いほどボランティア活動経験も高くなってい

る。【図表２－36】 
 

【図表２－36】 ボランティア活動に対する関心の有無×ボランティア活動経験の有無 
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③ボランティア活動に参加した分野 

［結婚］×［ボランティア活動に参加した分野］ 

婚姻状況別にボランティア活動に参加した分野をみると、「独身」は「保健・医療・福祉」

（30.9％）、「まちづくり・まちおこし」（23.5％）、「自然・環境保全」（22.1％）の順となっ

ている。「既婚」は「まちづくり・まちおこし」（28.1％）、「保健・医療・福祉」（26.5％）、

「子ども・青少年育成」（26.0％）の順となっている。「既婚」のほうが、より身近な分野に

参加している様子がうかがえる。【図表２－37】 
 

【図表２－37】 結婚×ボランティア活動に参加した分野 【MA】 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 
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④参加理由 

［結婚］×［参加理由］ 

婚姻状況別にボランティアへの参加理由をみると、「独身」「既婚」とも「社会の役に立ち

たいと思ったから」が最も高い。次に、「独身」は「職場の取組の一環として」（28.4％）、

「既婚」は「活動を通じて自己啓発や自らの成長につながると考えるため」（40.6％）とな

っている。【図表２－38】 
 

【図表２－38】 結婚×参加理由 【MA】 

※対象：過去３年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人 
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⑤参加の妨げとなる要因 

［年齢］×［参加の妨げとなる要因］ 

年齢別に参加の妨げとなる要因をみると、全世代で「活動に参加する時間がない」が最も

高くなっている。【図表２－39】 
 

【図表２－39】 年齢×参加の妨げとなる要因 【MA】 
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［結婚］×［参加の妨げとなる要因］ 

婚姻状況別に参加の妨げとなる要因をみると、「独身」「既婚」ともに「活動に参加する時

間がない」が最も多くなっている。「活動に参加する際の経費（交通費等）があり、経済的

負担が大きい」は「既婚」（25.6％）より「独身」（36.3％）のほうが高くなっている。「一

緒に参加する人がいない」も、「既婚」（10.4％）より「独身」（18.8％）のほうが高くなっ

ている。【図表２－40】 
 

【図表２－40】 結婚×参加の妨げとなる要因 【MA】 
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［性別］×［参加の妨げとなる要因］ 

男女別に参加の妨げとなる要因をみると、男女ともに「活動に参加する時間がない」が最

も高く、次に「活動に参加する際の経費（交通費等）があり、経済的負担が大きい」となっ

ている。次に、「男性」は「活動に参加するために、休暇取得等を行う必要がある」（26.3％）、

「女性」は「ボランティア活動を行いたいが、十分な情報がない」（25.7％）となっている。 
【図表２－41】 

 
【図表２－41】 性別×参加の妨げとなる要因 【MA】 
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［職種］×［参加の妨げとなる要因］ 

職種別に参加の妨げとなる要因をみると、「活動に参加する時間がない」が「教職員」「医

師・弁護士等の資格職」「団体職員」で特に高い傾向にある。【図表２－42】 
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【図表２－42】 職種×参加の妨げとなる要因 【MA】 
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［ボランティア活動に対する関心の有無］×［参加の妨げとなる要因］ 

ボランティア活動に対する関心の有無と参加の妨げとなる要因との関係をみると、どの

層も「活動に参加する時間がない」が最も高くなっている。次いで「とても関心がある」「少

し関心がある」層では「ボランティア活動を行いたいが、十分な情報がない」となっている。

「活動に参加する際の経費（交通費等）があり、経済的負担が大きい」は、どの層でも３割

程度が挙げている。【図表２－43】 
 

【図表２－43】 ボランティア活動に対する関心の有無×参加の妨げとなる要因 【MA】 
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⑥国・地方自治体等への要望 

［ボランティア活動に対する関心の有無］×［国・地方自治体等への要望］ 

ボランティア活動に対する関心の有無と国・地方自治体等への要望との関係をみると、

「とても関心がある」層と「少し関心がある」層はどちらも「ボランティアを受け入れる団

体・ＮＰＯ法人等に関する情報提供や情報発信を充実すべき」「ボランティア活動を行いた

い人と、受け入れる人を結びつける人（団体等）を養成・支援すべき」が高くなっている。

「とても関心がある」層は「ボランティア活動を行いたい人と、受け入れる人を結びつける

人（団体等）を養成・支援すべき」（54.9％）という要望が最も高くなっている。 
【図表２－44】 

 
【図表２－44】 ボランティア活動に対する関心の有無×国・地方自治体等への要望 【MA】 
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［ボランティア活動経験の有無］×［国・地方自治体等への要望］ 

過去３年間のボランティア活動経験の有無と国・地方自治体等への要望との関係をみる

と、経験の有無にかかわらず「ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ法人等に関する情報

提供や情報発信を充実すべき」が最も高くなっている。【図表２－45】 
 

【図表２－45】 ボランティア活動経験の有無×国・地方自治体等への要望 【MA】 
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［参加の妨げとなる要因］×［国・地方自治体等への要望］ 

参加の妨げとなる要因と国・地方自治体等への要望との関係をみると、多くの要因で「ボ

ランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ法人等に関する情報提供や情報発信を充実すべき」が

最も高くなっている。【図表２－46】 

【図表２－46】 参加の妨げとなる要因×国・地方自治体等への要望 【MA】 
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（２）寄附について 
①寄附経験の有無 

［年齢］×［寄附経験の有無］ 

年齢別に過去３年間の寄附経験の有無をみると、世代が上がるにつれて「寄附をしたこと

がある」割合が高くなっている。【図表２－47】 
 

【図表２－47】 年齢×寄附経験の有無 
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［性別］×［寄附経験の有無］ 

男女別に過去３年間の寄附経験の有無をみると、女性のほうが「寄附をしたことがある」

割合が高くなっている。【図表２－48】 
 

【図表２－48】 性別×寄附経験の有無 
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［職種］×［寄附経験の有無］ 

職種別に過去３年間の寄附経験の有無をみると、「寄附をしたことがある」のは「教職員」

（69.8％）が最も高い。次に「医師・弁護士等の資格職」（58.3％）、「主婦・主夫」（57.2％）

と続いている。【図表２－49】 
 

【図表２－49】 職種×寄附経験の有無 
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［世帯全体の年間収入］×［寄附経験の有無］ 

世帯全体の年間収入別に過去３年間の寄附経験の有無をみると、世帯全体の年間収入が

多くなると「寄附をしたことがある」が高くなる傾向がある。【図表２－50】 
 

【図表２－50】 世帯全体の年間収入×寄附経験の有無 
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［ボランティア活動経験の有無］×［寄附経験の有無］ 

過去３年間のボランティア活動経験の有無と寄附経験の有無との関係をみると、ボラン

ティア活動を「したことがある」層は「寄附をしたことがある」（70.7％）が高くなってい

る。【図表２－51】 
 

【図表２－51】 ボランティア活動経験の有無×寄附経験の有無 
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②年間寄附金額 

［ボランティア活動経験の有無］×［年間寄附金額（個人）］ 

過去３年間のボランティア活動経験の有無と個人の年間寄附金額との関係をみると、ボ

ランティア活動を「したことがある」層は 30,000 円以上の寄附をした者が多くなっている。 
【図表２－52】 

【図表２－52】 ボランティア活動経験の有無×年間寄附金額（個人） 

 
 
［ボランティア活動経験の有無］×［年間寄附金額（世帯）］ 

ボランティア活動経験の有無と世帯の年間寄附金額との関係をみると、ボランティア活

動を「したことがある」層は 50,000 円以上の寄附をした世帯が多くなっている。 
【図表２－53】 

【図表２－53】 ボランティア活動経験の有無×年間寄附金額（世帯） 

 

2.4 

1.5 

3.0 

36.7 

25.6 

43.2 

21.8 

22.6 

21.4 

9.6 

8.7 

10.1 

18.1

21.0 

16.4 

4.1 

6.7 

2.7 

2.4 

4.6 

1.2 

4.7 

9.2 

2.1 

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=531）

したことがある

（n=195）

したことがない

（n=336）

０円 １円以上2,000円未満 2,000円以上5,000円未満

5,000円以上10,000円未満 10,000円以上30,000円未満 30,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満 100,000円以上 系列9

0.5 

0.6 

0.4 

29.3 

19.5 

35.9 

23.0 

22.6 

23.3 

10.5 

9.8 

11.0 

20.0

20.1 

20.0 

4.9 

6.1 

4.1 

4.9 

8.5 

2.4 

6.8 

12.8 

2.9 

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=409）

したことがある

（n=164）

したことがない

（n=245）

０円 １円以上2,000円未満 2,000円以上5,000円未満

5,000円以上10,000円未満 10,000円以上30,000円未満 30,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満 100,000円以上 系列9



119 
 

③寄附方法 

［結婚］×［寄附方法］ 

婚姻状況別に寄附方法をみると、「独身」は「直接手渡し」が 12.6％となっているのに比

べ「既婚」は 30.6％と高くなっている。また「独身」は「設置されている募金箱（「街頭募

金」を除く）」が 44.4％と高いが、「既婚」では 31.3％となっている。【図表２－54】 
 

【図表２－54】 結婚×寄附方法 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［地域］×［寄附方法］ 

地域別に寄附方法をみると、「直接手渡し」は「北海道」が 7.1％と低い一方で、「北関東」

で 44.8％、「四国」で 40.9％と高くなっている。【図表２－55】 
 

【図表２－55】 地域×寄附方法 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［職種］×［寄附方法］ 

職種別に寄附方法をみると、「教職員」は「街頭募金」（60.9％）が高い。「医師・弁護士

等の資格職」では、「クレジットカード等の利用（ポイント・電子マネーの利用含む）」が他

の職種と比べると高くなっている。【図表２－56】 
【図表２－56】 職種×寄附方法 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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④寄附をした相手 

［年齢］×［寄附をした相手］ 

年齢別に寄附をした相手をみると、「共同募金会（例．赤い羽根等）」はどの年齢でも最も

高い。また、「町内会・自治会」は年齢が上になるほど高くなっている。【図表２－57】 
 

【図表２－57】 年齢×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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どこに寄附したかわからない

その他



123 
 

［性別］×［寄附をした相手］ 

男女別に寄附をした相手をみると、「女性」では「共同募金会（例．赤い羽根等）」（55.1％）、

「町内会・自治会」（36.4％）が高くなっている。【図表２－58】 
 

【図表２－58】 性別×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［結婚］×［寄附をした相手］ 

婚姻状況別に寄附をした相手をみると、「共同募金会（例．赤い羽根等）」は「既婚」53.5％、

「独身」34.7％、「町内会・自治会」は「既婚」37.4％、「独身」17.3％と、「既婚」のほうが

高くなっている。【図表２－59】 
 

【図表２－59】 結婚×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［地域］×［寄附をした相手］ 

地域別に寄附をした相手をみると、どの地域でも「共同募金会（例．赤い羽根等）」が最

も高くなっている。【図表２－60】 
 

【図表２－60】 地域×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［職種］×［寄附をした相手］ 

職種別に寄附をした相手をみると、「共同募金会（例．赤い羽根等）」は「公務員（教職員

は除く）」（79.2％）が最も高く、「教職員」（69.6％）、「団体職員」（66.7％）と続いている。

【図表２－61】 
【図表２－61】 職種×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［世帯全体の年間収入］×［寄附をした相手］ 

世帯全体の年間収入別に寄附をした相手をみると、全体に「共同募金会（例．赤い羽根等）」

が高く、「500 万円以上 600 万円未満」では 65.7％と最も高くなっている。【図表２－62】 

 
【図表２－62】 世帯全体の年間収入×寄附をした相手 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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⑤寄附をした分野 

［結婚］×［寄附をした分野］ 

婚姻状況別に寄附をした分野をみると、「まちづくり・まちおこし」は「既婚」（20.0％）

が「独身」（6.8％）より高く、「災害救助支援」は「独身」（57.1％）が「既婚」（47.3％）よ

り高くなっている。【図表２－63】 
 

【図表２－63】 結婚×寄附をした分野 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［地域］×［寄附をした分野］ 

地域別に寄附をした分野をみると、全国で「災害救助支援」が最も高くなっている。 
【図表２－64】 

 
【図表２－64】 地域×寄附をした分野 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［職種］×［寄附をした分野］ 

職種別に寄附をした分野をみると、「団体職員」で「保健・医療・福祉」（83.3％）が最も

高く、他では「災害救助支援」が高くなっている。【図表２－65】 
【図表２－65】 職種×寄附をした分野 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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⑥寄附理由 

［結婚］×［寄附理由］ 

婚姻状況別に寄附理由をみると、「町内会・自治会の活動の一環として」は「既婚」（42.3％）

が「独身」（19.6％）より高く、「自分や家族が関係している活動への支援」も「既婚」（16.5％）

が「独身」（6.1％）より高くなっている。【図表２－66】 
 

【図表２－66】 結婚×寄附理由 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［地域］×［寄附理由］ 

地域別に寄附理由をみると、「社会の役に立ちたいと思ったから」が「北海道」78.6％、

「九州」70.8％、「中国」63.0％、「中部」62.5％、「南関東」59.8％と比べ、「四国」は 33.3％
と低くなっている。【図表２－67】 
 

【図表２－67】 地域×寄附理由 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［職種］×［寄附理由］ 

職種別に寄附理由をみると、「職場の取組の一環として」で「公務員」（60.9％）、「教職員」

（47.8％）が高くなっている。【図表２－68】 
【図表２－68】 職種×寄附理由 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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［世帯全体の年間収入］×［寄附理由］ 

世帯全体の年間収入別に寄附理由をみると、どの層でも「社会の役に立ちたいと思ったか

ら」が最も高くなっている。【図表２－69】 
 

【図表２－69】 世帯全体の年間収入×寄附理由 【MA】 

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」と回答した人 
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⑦寄附の妨げとなる要因 

［結婚］×［寄附の妨げとなる要因］ 

婚姻状況別に寄附の妨げとなる要因をみると、「経済的負担が大きいこと」は「既婚」

（30.5％）より「独身」（42.8％）が高くなっている。【図表２－70】 
 

【図表２－70】 結婚×寄附の妨げとなる要因 【MA】 
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［世帯全体の年間収入］×［寄附の妨げとなる要因］ 

世帯全体の年間収入別に寄附の妨げとなる要因をみると、世帯全体の年間収入が低くな

るほど「経済的負担が大きいこと」の割合が高くなっている。【図表２－71】 
 

【図表２－71】 世帯全体の年間収入×寄附の妨げとなる要因 【MA】 
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（３）ＮＰＯ全般について 
①ＮＰＯ法人に対する関心 

［年齢］×［ＮＰＯ法人に対する関心］ 

年齢別にＮＰＯ法人に対する関心をみると、「60 歳代」で「とても関心がある」（5.9％）

と「少し関心がある」（45.9％）の合計が 50％を超えている。【図表２－72】 
 

【図表２－72】 年齢×ＮＰＯ法人に対する関心 
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［性別］×［ＮＰＯ法人に対する関心］ 

男女別にＮＰＯ法人に対する関心をみると、「女性」は「とても関心がある」（4.6％）と

「少し関心がある」（39.4％）合わせた“関心がある”層が 44.0％となっており、「男性」（36.5％）

より多くなっている。【図表２－73】 
 

【図表２－73】 性別×ＮＰＯ法人に対する関心 
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［地域］×［ＮＰＯ法人に対する関心］ 

地域別にＮＰＯ法人に対する関心をみると、「東北」で「とても関心がある」（5.0％）と

「少し関心がある」（48.8％）を合わせた“関心がある”層が 53.8％と多くなっている。 
【図表２－74】 

【図表２－74】 地域×ＮＰＯ法人に対する関心 
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②認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 

［年齢］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識］ 

年齢別に認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識をみると、「60 歳代」

（30.6％）で最も高く、若い年代ほど低い傾向がある。【図表２－75】 
 

【図表２－75】 年齢×認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 
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［職種］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識］ 

職種別に認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識をみると、「知って

いた」は「団体職員」（50.0％）が最も高く、「自営業・家族従業者（農業・漁業を含む）」

（34.9％）、「教職員」（34.9％）と続いている。【図表２－76】 
 

【図表２－76】 職種×認定・仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 

 
  

22.7 

18.7 

34.9 

33.3 

29.3 

34.9 

50.0 

17.2 

22.7 

8.3 

25.8 

16.4 

77.3 

81.3 

65.1 

66.7 

70.7 

65.1 

50.0 

82.8 

77.3 

91.7 

74.2 

83.6 

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,595）

会社員

（n=504）

自営業・家族従業者

（農業・漁業を含む）

（n=146）

医師・弁護士等の資格職

（n=48）

公務員（教職員は除く）

（n=58）

教職員

（n=43）

団体職員

（n=30）

派遣・契約社員、

パートタイム従業者、アルバイト

（n=296）

主婦・主夫

（n=220）

学生

（n=36）

無職（求職者、退職者含む。

主婦・主夫、学生を除く）

（n=159）

その他

（n=55）

知っていた 知らなかった 系列3



142 
 

③寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 

［年齢］×［寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報］ 

年齢別に寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報をみると、「法人の活動内容」

「寄附により期待される効果」が年齢に関係なく高くなっている。【図表２－77】 
 

【図表２－77】 年齢×寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 【MA】 
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［性別］×［寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報］ 

男女別に寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報をみると、「寄附金により購入

した商品・サービスの一覧表」は「女性」で高く、「法人の役員や職員の名簿」「寄附金に対

する税控除の額」は「男性」で高くなっている。【図表２－78】 
 

【図表２－78】 性別×寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 【MA】 
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［地域］×［寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報］ 

地域別に寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報をみると、どの地域でも「法人

の活動内容」が最も高くなっている。【図表２－79】 
 

【図表２－79】 地域×寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 【MA】 
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44.7 

43.5 

45.9 

50.9 

45.1 

24.3 

23.9 

25.3 

19.3 

28.5 

20.6 

22.7 

24.3 

17.5 

21.1 

34.0 

30.4 

35.4 

31.8 

36.4 

30.7 

32.3 

27.0 

36.8 

35.4 

18.9 

17.4 

21.5 

21.6 

20.2 

17.1 

17.3 

13.5 
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18.9 

5.1 

0.0 

5.1 

2.3 

4.9 

6.1 

6.9 

4.1 

0.0 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=1,620）

北海道

（n=46）

東北

（n=79）

北関東

（n=88）

南関東

（n=613）

中部

（n=228）

近畿

（n=260）

中国

（n=74）

四国

（n=57）

九州

（n=175）

法人の活動内容

寄附により期待される効果

寄附金により購入した商品・サービスの一覧表

寄附金に対する税控除の額

法人の財務状況の報告

法人の役員や職員の名簿

その他
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［職種］×［寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報］ 

職種別に寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報をみると、職種に関係なく「法

人の活動内容」が高く「寄附により期待される効果」と続く。特に「寄附金に対する税控除

の額」を重視しているのは「医師・弁護士等の資格職」で、41.7％となっている。 
【図表２－80】 

【図表２－80】 職種×寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 【MA】 
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全体

（n=1,583）

会社員

（n=503）

自営業・家族従業者

（農業・漁業を含む）

（n=147）

医師・弁護士等の資格職

（n=48）

公務員（教職員は除く）

（n=58）

教職員

（n=42）

団体職員

（n=30）

派遣・契約社員、

パートタイム従業者、アルバイト

（n=292）

主婦・主夫

（n=215）

学生

（n=36）

無職（求職者、退職者含む。

主婦・主夫、学生を除く）

（n=158）

その他

（n=54）

法人の活動内容

寄附により期待される効果

寄附金により購入した商品・サービスの一覧表

寄附金に対する税控除の額

法人の財務状況の報告

法人の役員や職員の名簿

その他
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［世帯全体の年間収入］×［寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報］ 

世帯全体の年間収入別に寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報をみると、「法

人の活動内容」が世帯全体の年間収入に関係なく高くなっている。【図表２－81】 
 

【図表２－81】 世帯全体の年間収入×寄附を行う場合に必要と考えるＮＰＯ法人の情報 【MA】 
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法人の活動内容
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④認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 

［年齢］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附］ 

年齢別に認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附をみると、「寄附をしたいと思う」は「60 歳代」

（35.6％）が最も高く、「20 歳代」（29.8％）、「50 歳代」（29.5％）と続いている。 
【図表２－82】 

 
【図表２－82】 年齢×認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 
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寄附をしたいと思う 寄附をしたいとは思わない 系列3
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［性別］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附］ 

男女別に認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附についてみると、「寄附をしたいと思う」は「女

性」（33.0％）のほうが「男性」（25.7％）より高くなっている。【図表２－83】 
 

【図表２－83】 性別×認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 
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寄附をしたいと思う 寄附をしたいとは思わない 系列3
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［地域］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附］ 

地域別に認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附をみると、「寄附をしたいと思う」は「九州」

（36.3％）が最も高く、「東北」（33.8％）、「中部」（33.0％）と続いている。【図表２－84】 
 

【図表２－84】 地域×認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 
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寄附をしたいと思う 寄附をしたいとは思わない 系列3
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［職種］×［認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附］ 

職種別に認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附をみると、「寄附をしたいと思う」は「教職員」

（55.8％）が最も高く、「主婦・主夫」（38.0％）、「団体職員」（33.3％）と続いている。 
【図表２－85】 

 
【図表２－85】 職種×認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附 
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寄附をしたいと思う 寄附をしたいとは思わない 系列3
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平成27年度 

特定非営利活動法人に関する実態調査 

調査票 
 

  



 



 

◆貴法人の概要についてお聞きします。以下の項目にしたがって御記入ください。 

法人名（正式名称を御記入ください） 

連絡先住所 〒   －         
都道

府県     
市区

町村 

 

電話番号 

   （    ） 

記入者氏名  

 

法人格取得時期 主たる事務所の所在地 

都道

府県 平成         年 

貴法人に当てはまるものいずれかに○をお付けください。  

１．特定非営利活動法人（認定を受けていない法人） 

２．認定・仮認定特定非営利活動法人 

 

前事業年度の期間      平成   年   月   日 ～  平成   年   月   日 

※ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、今事業年度の期間を御記入ください。 

代表者の年代   

１．10 歳代  ２．20歳代  ３．30歳代  ４．40歳代   

５．50 歳代  ６．60歳代  ７．70歳代以上 

代表者の性別 

１．男性   ２．女性 

 

質問項目 

 お答えいただく問数は、選択される回答により異なりますが、最大で 17問になります。 

Ⅰ．経理・情報開示の状況について ３問（最大） 

Ⅱ．寄附の受入状況について ３問（最大） 

Ⅲ．財政状況等について  ３問（最大） 

Ⅳ．活動状況等について ５問（最大） 

Ⅴ．認定・仮認定 特定非営利活動法人制度について ３問（最大） 

 

 Ⅱ、Ⅲには事業報告書、活動計算書で金額等を御確認いただく質問が含まれています。 

 金額の問は、百円単位を四捨五入して千円単位で御記入ください。また、該当がない場合は「０」

と御記入ください。 

 特に指定のない質問については 2015年８月時点の状況で回答して下さい。  

 必須

 必須

 必須

 必須

 必須



 

Ⅰ．貴法人における経理・情報開示の状況についてお尋ねします。 

〔経理担当者の状況〕 

Ｑ１ 貴法人では、日常の経理について決まった担当者（常勤・非常勤、有給・無給を問いません）はいますか。

当てはまるもの１つに○をお付けください。 

１．経理専門の担当者がいる 

２．ほかの業務も兼務している経理担当者がいる 

３．特に決まった人はおらず、できる人がその都度担当している 

４．公認会計士、税理士等外部の人や団体に依頼している 

５．その他 

〔採用している会計基準等〕 

Ｑ２ 貴法人で採用している会計基準等について、当てはまるもの１つに○をお付けください。 

１．収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き 

２．NPO 法人会計基準（※） 

３．公益社団・財団法人等において採用されている損益計算型の会計基準 

４．一般企業において採用されている損益計算型の会計基準 

５．その他 

６．分からない 

「NPO 法人会計基準」とは 

平成 22年７月に民間団体である「NPO 法人会計基準協議会」が策定した特定非営利活動法人の統一

的な会計報告のルールを記した会計基準をいいます。詳しくは、以下のホームページを御参照くださ

い。 

   「みんなで使おう！NPO 法人会計基準」http://www.npokaikeikijun.jp/ 

 

〔情報開示手段〕 

Ｑ３ 特定非営利活動促進法に基づく閲覧以外に、貴法人に関する情報開示のために利用した手段について、当

てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．自身が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している 

２．所轄庁・民間団体が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している 

３．一般向けの広報誌で公開している 

４．一般向けの説明会を開催している 

５．会員や寄附者に情報提供しているが、一般向けには情報提供していない 

６．閲覧以外の情報開示はしていない 

７．その他 

 選択肢「１」を選択した方     ⇒ Ｑ３－１へ 

選択肢「１」を選択しなかった方 ⇒ Ｑ４へ 

 

 



 

〔情報開示内容〕 

Ｑ３－１ Ｑ３で「１．自身が運営するインターネット・ホームページで一般向けに公開している」を選択され

た法人の方にお尋ねします。 
     貴法人では、自身が運営するインターネット・ホームページで、どのような情報を開示していますか。

当てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．会計書類 

２．事業報告書 

３．役員名簿 

４．寄附の募集 

５．定款 

６．ボランティアの募集 

７．その他 

  



 

Ⅱ．貴法人における寄附の受入状況についてお尋ねします。 
〔受入寄附〕 
Ｑ４ 貴法人が前事業年度（※１）に受け取った(1)個人からの寄附、(2)法人からの寄附について、寄附者の人数

（※２）と寄附金の合計額、及び最高額（個人・法人それぞれについて）を御記入ください（百円単位を四

捨五入して千円単位）。 

 (1) 個人からの寄附 (2) 法人からの寄附 

合 計 額    人      ,000 円 社    ,000円      

最 高 額 ,000円 ,000円 

  

 
 
 

 (1)(2)のいずれか若しくは双方に「０」を超える金額を記入された法人の方 ⇒ Ｑ５へ 

(1)(2)のいずれも金額が「０」の方                ⇒ Ｑ６へ 

 

〔寄附の受入方法〕 

Ｑ５ Ｑ４で(1)(2)のいずれかもしくは双方の額に「０」を超える金額を記入された法人の方にお尋ねします。 

   貴法人において行っている寄附の受入方法について、当てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．街頭募金 

２．事務局・店舗等への募金箱の設置（１は除く） 

３．金融機関・郵便局への振込 

４．直接手渡し 

５．クレジットカード決済 

６．寄附付商品の販売 

   ７．その他 

 

〔寄附への取組み〕 

Ｑ６ 貴法人が個人や法人からの寄附を集めるために現在取組んでおられるものについて、当てはまるもの全て

に○をお付けください。 

 

１．寄附の受入状況とその活用などに関する資料の作成・公表 

２．ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を活用した情報発信 

３．クラウドファンディングの活用 

４．寄附集めも含めた資金調達の専門家の育成・活用 

５．企業や行政、教育機関等の外部組織との連携 

６．特に取り組んでいることはない 

７．その他 

 

※１ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、回答日現在までの状況を御記入ください。 

※２ 同一の人（法人）からの複数回の寄附は１人（１社）として御記入ください。 



 

Ⅲ．貴法人における財政状況についてお尋ねします。 
〔借入の有無] 

Ｑ７  貴法人では、資金の借り入れを行っていますか。当てはまるもの１つに○をお付け下さい。 

１．借入を行っている    ⇒ Ｑ７－１へ 

２．借入を行っていない   ⇒ Ｑ８へ 

 

〔借入先・借入額〕 

Ｑ７－１ Ｑ７で「借入を行っている」を選択された法人の方にお尋ねします。 

借入先はどのようになっていますか。当てはまるもの全てに○をお付けください。 

また、各借入先からの借入額を御記入ください（百円単位を四捨五入して千円単位）。 

借入先 借入額 

１．個人  ,000 円 

２．政府系金融機関  ,000 円 

３．銀行  ,000 円 

４．信用金庫  ,000 円 

５．労働金庫  ,000 円 

６．信用組合  ,000 円 

７．地方自治体  ,000 円 

８．他の NPO 法人  ,000 円 

９．その他  ,000 円 

 

  



 

〔会員別の明細〕 

Ｑ８ 貴法人における会員の種類ごとに、(1)個人会員と(2)団体会員に分け、前事業年度（※１）におけるそれぞ

れの人数・団体数と会費収入（年間）（※２）を御記入ください（百円単位を四捨五入して千円単位）。 

会員の種類 
(1)個人会員 (2)団体会員 

人数 会費収入 団体数 会費収入 

１．社員（いわゆる正会員。社員

総会での議決権を持つ会員） 
  人     ,000円  団体 ,000円 

２．社員以外（賛助会員など。社

員総会での議決権を持たない

会員） 
人 ,000円 団体 ,000円 

 

 
 

 

 

〔職員の実人数及び年間総人件費〕 
Ｑ９ 貴法人の前事業年度（※１）における職員の実人数（※２）を御記入ください。また、そのうち「有給職員」

の人数及び年間総人件費（※３）を御記入ください。さらに、そのうち「常勤（※４）の有給職員」の人数

及び年間総人件費を御記入ください（百円単位を四捨五入して千円単位）。 

 実人数（うち女性人数）           年間総人件費 

職員  人（女性   人）  

 うち、有給職員  人（女性   人）             ,000円 

  うち、常勤の有給職員  人（女性   人）            ,000 円 

 

 

※１ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、回答日現在までの状況を御記入ください。 

※２ 未収金・前受金を含めて御記入ください。 

※１ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、回答日現在までの状況を御記入ください。 

※２ 管理、運営、総務、庶務等に携わる無給職員も含めた実人数（延べ人数ではありません）を御記

入ください。また、そのうち女性の人数も御記入ください。 

※３ 当調査における人件費は、役員報酬、給料手当（賞与を含む）、アルバイト賃金の合計額であり、

福利厚生費や法定福利費、交通費は含みません。 

※４ 「常勤」とは、週 28 時間（７時間×４日）以上勤務している人とします。 



 

Ⅳ．貴法人における活動状況等についてお尋ねします。 
〔活動分野〕 

Ｑ10 貴法人が平素から取り組んでいる活動の分野について、該当する分野の「活動分野」の欄に当てはまるも

の全てに○をお付けください。また、そのうち貴法人の活動実績に基づき、主な活動分野を１つ選択し「主

な活動分野」欄に○をお付けください 

  
活動分野 

（当てはまるもの全て） 
主な活動分野 

（１つ） 

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動     

２ 社会教育の推進を図る活動     

３ まちづくりの推進を図る活動     

４ 観光の振興を図る活動     

５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動     

６ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動     

７ 環境の保全を図る活動     

８ 災害救援活動     

９ 地域安全活動     

10 人権の擁護又は平和の推進を図る活動     

11 国際協力の活動     

12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動     

13 子どもの健全育成を図る活動     

14 情報化社会の発展を図る活動     

15 科学技術の振興を図る活動     

16 経済活動の活性化を図る活動     

17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動     

18 消費者の保護を図る活動     

19 
上記の活動を行う法人の運営又は 

活動に関する連絡、助言又は援助の活動 
    

20 
上記の活動に準ずる活動として都道府県 

又は指定都市の条例で定める活動 
    

 
  



 

〔事業活動に携わるボランティア数〕 
Ｑ11 前事業年度（※１）において貴法人の事業活動（※２）に携わったボランティアの(1)延べ人数、 

(2)活動日数を御記入ください（いない場合、実施日数がない場合は「０」と御記入ください）。 

(1)延べ人数 人 （2）活動日数     日 

 

 

〔抱える課題〕 

Ｑ12 貴法人が安定的な法人の経営を行うに当たっての課題は、どのようなものであると思いますか。 

特に重視するもの最大３つまで選んで○をお付けください。 

１．人材の確保や教育 

２．収入源の多様化 

３．事業規模の拡充 

４．外部の人脈・ネットワークの拡大 

５．法人の事業運営力の向上 

６．一般向け広報の充実 

７．関係者への活動結果の報告 

８. 会計情報の開示 

９．その他 

 

〔企業等との連携〕 

Ｑ13 貴法人が活動を行っていく上で今後、企業等との連携方法として考えていることについて、現在実施して

いるものも含めて当てはまるもの全てに○をお付けください。 

１．出向等を通じた人事交流 

２．企業等の社員のプロボノ等（※１）による技術支援 
３．企業等及び企業等の社員からの寄附の受入れ 
４．企業等からの助成金の申請・受入れ 
５．企業等の設備や機械機器の活用 
６．企業等との連携は期待していない 

７．企業等との連携は必要ない 

８．その他 

 
  

※１ 設立後最初の事業年度末が到来していない場合は、回答日現在までの状況を御記入ください。 

※２ 現場でボランティア活動をしている方を把握するため、管理、運営、総務、庶務等に係るものは

除きます。 

※１ プロボノとは、各分野の専門家が、職業上持っているスキルや知識、経験を活かして、社会的・

公共的な目的のために行うボランティア活動のこと。 



 

 

〔行政による環境整備〕 

Ｑ14 貴法人の活動を発展させるに当たって資金面以外で行政に期待することは何か、当てはまるもの全てに○

をお付けください。 

１．公共施設等活動場所の低廉・無償提供 

２．法令・経理等に係る研修の機会の提供 
３．市民・企業等が法人の活動情報を得られる仕組みなどの環境整備 
４．行政からの支援は期待していない 

５．行政からの支援は必要ない 

６．その他 
  



 

Ⅴ．認定・仮認定特定非営利活動法人制度についてお尋ねします。 
 

認定・仮認定特定非営利活動法人とは 

法人格を得るための所轄庁の「認証」とは別に、「認定・仮認定」を受けた特定非営利活動法人の

ことです。「認定・仮認定」を受けると、「認定・仮認定を受けた特定非営利活動法人」と「認定・仮

認定特定非営利活動法人に寄附した者」は、それぞれ税制の優遇措置を受けることができます。詳し

くは、以下ホームページをご覧ください。 

内閣府 NPO ホームページ https://www.npo-homepage.go.jp/about/npo-kisochishiki/ninteiseido 

 

〔認定・仮認定特定非営利活動法人制度の利用〕 

Ｑ15 貴法人は「認定・仮認定特定非営利活動法人」制度による認定・仮認定を受けたいと思いますか。 
当てはまるもの１つに○をお付けください。 

１．既に認定・仮認定を受けている 

２．認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている 

３．仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている 

４．関心はあるが、申請の準備を進めていない 

５．現時点においては認定・仮認定の申請をしない 

６．関心がない 

７．よく分からない 

８．その他 

 

〔認定・仮認定特定非営利活動法人制度を利用する理由〕 

Ｑ16 Ｑ15 で「１」～「３」のいずれかを選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人はなぜ「認定・仮認定特定非営利活動法人」になりたいとお考えになりましたか。当てはまるもの

全てに○をお付けください。 

１．寄附金を集めやすくなるから 

２．相続（遺贈）財産の寄附の受入れも見込めるから 

３．税制上の優遇措置を受けることができるから 

４．社会的信用・認知度が高まるから 

５．内部管理がしっかりするから 

６．その他 

 

〔認定・仮認定申請準備の経過〕 

Ｑ17 Ｑ15 で「１」～「３」のいずれかを選択された法人の方にお尋ねします。 

   貴法人における申請の準備の経過について、いずれかに○をお付けください。 

１．順調に進んだ（進んでいる）     ⇒ 調査はこれで終了です 

２．順調に進まなかった（進んでいない） ⇒ Ｑ17－１へ 
  

⇒ Ｑ16へ 

⇒ Ｑ18へ 

⇒調査はこれで 

終了です 



 

〔認定・仮認定申請準備が進まなかった（進んでいない）理由〕 
Ｑ17－1 Ｑ17で「２．順調に進まなかった（進んでいない）」を選択された法人の方にお尋ねします。 

     申請準備が順調に進まなかった（進んでいない）理由について、当てはまるもの全てに○をお付けく

ださい。 

１．会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッフが足りないため 

２．日常業務で忙しいため 

３．申請書類が煩雑で作成に手間がかかるため 

４．認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であるため 

５．所轄庁との調整に時間がかかるため 

６．所轄庁に事前相談に行きたいが場所が遠くて通えないため 

７．その他 

 

 調査はこれで終了です 

 
〔申請準備を進めていない又は申請をしない理由〕 

Ｑ18   Ｑ15で「４」、「５」のいずれかを選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人において認定・仮認定特定非営利活動法人の申請の準備を進めていない又は申請をしない理由

について、当てはまるもの全てに○をお付けください。 

 
１．パブリックサポートテストにおける認定基準を満たすことができないため 

２．パブリックサポートテスト以外の認定基準を満たすことができないため 

３．認定・仮認定の仕組みや認定・仮認定基準を満たしているかどうか、よく分からないため 

４．パブリックサポートテストにおける相対値基準（実績判定期間における経常収入金額に占める寄附

金等収入金額の割合が５分の１以上）について試算したことがなく、基準を満たしているかどうか

分からないため 

５．会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッフが不足しているため 

６．日常業務で忙しいため認定・仮認定に必要な手続を行う時間がないため 

７．認定・仮認定法人になる必要性を感じないため 

８．その他 

  

 

調査はこれで終了です。長時間、ありがとうございました。 

  



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度 

市民の社会貢献に関する実態調査 

調査票 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

◆ お答えいただく項目（内容）は、以下のとおりです。お答えいただく問数は、選択される回答

により異なりますが、属性を除き最大で 1７問になります。 

 

市民の社会貢献に関する実態調査 設問項目一覧 

№ 項 目 対 象 

Ⅰ 属性 

・性別 全員の方 

・結婚 〃 

・職種 〃 

・世帯全体の年間収入 〃 

Ⅱ ボランティア活動について（最大 6 問）  

１ ボランティア活動に対する関心の有無 全員の方 

２ ボランティア活動経験の有無 〃 

３ ボランティア活動に参加した分野 問２で「１」とお答えの方 

４ 参加理由 〃 

５ 参加の妨げとなる要因 全員の方 

６ 国・地方自治体等への要望 全員の方 

Ⅲ 寄附について（最大８問） 

７ 寄附経験の有無 全員の方 

８ 年間寄附額・寄附回数 問７で「１」とお答えの方 

９ 寄附方法 〃 

10 寄附をした相手 〃 

11 寄附をした分野 〃 

12 寄附理由 〃 

13 寄附の妨げとなる要因 全員の方 

14 寄附を行う場合に必要と考える NPO 法人の情報 全員の方 

Ⅳ NPO 全般について（最大３問）  

15 NPO 法人に対する関心 全員の方 

16 認定・仮認定 NPO 法人に対する寄附の税制優遇措置の認識 〃 

17 認定・仮認定 NPO 法人への寄附 〃 

 

 特に指定のない質問については回答時の状況で御記入下さい。 

 

 名宛人による回答をお願いいたします。なお、名宛人以外の第三者による回答は 

御遠慮願います。 

  



 

Ⅰ 属性  

〔性〕【全員の方にお聞きします】 

 あなたの性を選択してください。（✓は１つ） 

 □１．男性  □２．女性 

〔結婚〕【全員の方にお聞きします】 

 あなたの婚姻状況を選択してください。（✓は１つ） 

 □１．独身  □２．既婚 

 

〔職種〕【全員の方にお聞きします】  

 あなたの職業は、次のうちどれに当たりますか。 

（✓は１つ） 

 □１．会社員 

 □２．自営業・家族従業者（農業・漁業を含む） 

 □３．医師・弁護士等の資格職 

 □４．公務員（教職員は除く） 

 □５．教職員 

 □６．団体職員 

 □７．派遣・契約社員、パートタイム従業者、アルバイト 

 □８．主婦・主夫 

 □９．学生 

 □１０．無職（求職者、退職者を含む。主婦・主夫、学生を除く） 

 □１１．その他 

 

 〔世帯全体の年間収入〕【全員の方にお聞きします】  

あなたの世帯全体の年間収入（税込み額）は、およそどのくらいですか。 

（✓は１つ） 

□１．300 万円未満 

□２．300 万円以上～500 万円未満 

□３．500 万円以上～600 万円未満 

□４．600 万円以上～800 万円未満 

□５．800 万円以上～1,000 万円未満 

□６．1,000 万円以上 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ ボランティア活動について  

〔ボランティア活動に対する関心の有無〕 

問１ 【全員の方にお聞きします】  

あなたは、ボランティア活動に関心がありますか。 

（✓は１つ） 

 □１．とても関心がある 

 □２．少し関心がある 

 □３．あまり関心がない 

 □４．まったく関心がない 

 

〔ボランティア活動経験の有無〕 

問２ 【全員の方にお聞きします】  

あなたは、過去 3 年間にボランティア活動をしたことがありますか。 

（✓は１つ） 

□１．したことがある 

 □２．したことがない 

 

 選択肢「１」を選択し、平成 26 年度に参加した方     ⇒ 問３へ 

   選択肢「１」を選択し、平成 26 年度に参加しなかった方 ⇒ 問５へ 

選択肢「２」を選択した方               ⇒ 問５へ 

 

〔ボランティア活動に参加した分野〕 

問３ 【問２で「１．したことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

あなたは平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）にどのような分野のボランティ

ア活動に参加したことがありますか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．保健・医療・福祉 

□２．教育・研究 

□３．まちづくり・まちおこし  

□４．芸術・文化・スポーツ 

□５．自然・環境保全 

□６．災害救助支援 

□７．地域安全 

□８．人権・平和 

□９．国際協力・交流 

□10．子ども・青少年育成 

□11．雇用促進・雇用支援 

□12．その他 

  



 

 

〔参加理由〕 

問４ 【問 2 で「１．したことがある」とお答えになった方にお聞きします】 

あなたにとって、平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）にボランティア活動に

参加した理由は何ですか。 

（✓はいくつでも可） 

  □１．活動を通じて自己啓発や自らの成長につながると考えるため 

 □２．社会の役に立ちたいと思ったから 

 □３．職場の取組の一環として 

 □４．知人や同僚等からの勧め 

 □５．自分や家族が関係している活動への支援 

□６．社会的に評価されるため 

 □７．自分が抱えている社会問題の解決に必要だから 

 □８．その他 

 

〔参加の妨げとなる要因〕 

問５ 【全員の方にお聞きします】  

ボランティア活動に参加することに妨げとなることはありますか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．ボランティア活動を行いたいが、十分な情報がない 

 □２．活動に参加する際の経費（交通費等）があり、経済的負担が大きい 

 □３．活動に参加しても、実際に役に立っていると思えない 

 □４．ボランティアを受け入れる団体・NPO 法人等に対する不信感があり、信頼度に欠ける 

 □５．活動に参加するための手続きが分かりにくい 

 □６．活動に参加する時間がない 

□７．活動に参加するために、休暇取得等を行う必要がある 

□８．一緒に参加する人がいない 

□９．活動を行う際の保険が不十分 

□10．特に妨げとなることはない 

□11．その他 

 

「NPO」とは 

「Non Profit Organization」又は「Not for Profit Organization」の略称で、

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない

団体の総称です。したがって、収益を目的とする事業を行うこと自体は認められます

が、事業で得た収益は、様々な社会貢献活動に充てることになります。  

このうち、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得した法人を、「NPO 法人



 

 

〔国・地方自治体等への要望〕 

問６ 【全員の方にお聞きします】  

ボランティア活動について、国や地方自治体にどのような事を望みますか。 

（✓はいくつでも可） 

 □１．ボランティアを受け入れる団体・NPO 法人等に関する情報提供や情報発信を充実すべき 

 □２．ボランティア活動を行いたい人と、受け入れる人を結びつける人（団体等）を養成・支援

すべき 

 □３．ボランティア活動の学習機会を充実すべき 

 □４．ボランティア保険への加入推進等、事故への対応を整備すべき 

□５．ボランティア活動のための休暇・休職制度の普及を行うべき 

 □６．ボランティアを受け入れる団体・NPO 法人等に対する経済的な支援を行うべき 

 □７．特になし 

□８．その他 

  

（特定非営利活動法人）」といいます。  



 

Ⅲ 寄附について  

 

 
〔寄附経験の有無〕 

問７ 【全員の方にお聞きします】  

あなたは、過去３年間に寄附をしたことがありますか。 

（✓は１つ） 

 □１．寄附をしたことがある 

 □２．寄附をしたことがない 

 

 選択肢「１」を選択し、平成 26 年度に寄附した方    ⇒ 問８へ 

   選択肢「１」を選択し、平成 26 年度に寄附しなかった方 ⇒ 問 13 へ 

選択肢「２」を選択した方               ⇒ 問 13 へ 

 

〔年間寄附額・寄附回数〕 

問８ 【問７で「1．寄附をしたことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）に寄附をした金額（金銭による寄 

附のみ）と、寄附をした回数（金銭による寄附のみ）を御記入ください。 

 寄附額については、あなた個人の金額と、世帯全体の金額に分けてお答えください。 

 

 （年間）寄附金額 （年間）寄附回数 

あなた 円   回 

世帯全体 円   

 

  

 ◆『寄附』に関する説明 

ここでは、支出する側に任意性があるものを「寄附」といいます。 

  ● 任意性とは 

    寄附（金銭、時には物品も含む。）を出す人自身が、その寄附（金銭、時には物品

も含む。）を出すか出さないかを自由に決定でき、かつその金額も自由に決めること

ができること。 



 

〔寄附方法〕 

問９ 【問７で「１．寄附をしたことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）に、寄附を行った方法は何ですか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．街頭募金 

□２．直接手渡し 

□３．設置されている募金箱（「街頭募金」を除く） 

□４．銀行・コンビニ等での振込み・口座引落とし 

□５．給料からの天引き 

□６．クレジットカード等の利用（ポイント・電子マネーの利用含む） 

□７．寄附付商品の購入 

□８．現物寄附（品物の郵送 等） 

□９．その他 

 

〔寄附をした相手〕 

問 10  【問７で「１．寄附をしたことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

    あなたが、平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）に寄附をした団体・NPO 法

人等はどこですか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．町内会・自治会 

□２．NPO 法人 

□３．政治団体、宗教法人 

□４．学校法人 

□５．共同募金会（例. 赤い羽根 等） 

□６．日本赤十字社 

□７．上記以外の非営利法人 （例. 社団・財団、医療法人 等） 

□８．ふるさと納税等を通じて、都道府県・市町村 

□９．どこに寄附したかわからない 

□10．その他 

 

  



 

 

〔寄附をした分野〕 

問 11 【問７で「１．寄附をしたことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

あなたが、平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）に寄附をしたのはどのよう

な分野の団体・NPO 法人等ですか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．保健・医療・福祉 

□２．教育・研究 

□３．まちづくり・まちおこし  

□４．芸術・文化・スポーツ 

□５．自然・環境保全 

□６．災害救助支援 

□７．地域安全 

□８．人権・平和 

□９．国際協力・交流 

□10．子ども・青少年育成 

□11．雇用促進・雇用支援 

□12．その他 

 



 

〔寄附理由〕 

問 12 【問７で「１．寄附をしたことがある」とお答えになった方にお聞きします】  

      平成 26 年度（平成 26 年４月～平成 27 年３月）にあなたが、寄附をした理由はどのよ

うなものですか。 

（✓はいくつでも可） 

 □１．社会の役に立ちたいと思ったから 

 □２．町内会・自治会の活動の一環として 

 □３．職場の取組の一環として 

 □４．知人や同僚などからの勧め 

 □５．自分や家族が関係している活動への支援 

□６．社会的に評価されるため 

□７．自分が抱えている社会問題の解決に必要だから 

□８．その他 

 

 

〔寄附の妨げとなる要因〕 

問 13 【全員の方にお聞きします】  

あなたが、寄附をするにあたり妨げとなることはありますか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．寄附を行いたいが、十分な情報がないこと 

 □２．経済的負担が大きいこと 

 □３．寄附をしても、実際に役に立っていると思えないこと 

 □４．寄附先の団体・NPO 法人等に対する不信感があり、信頼度に欠けること 

 □５．寄附の手続がわかりにくいこと 

 □６．特に妨げとなることはない 

□７．その他 

 

 

 

 

  



 

Ⅳ NPO 全般について  

 

〔NPO 法人に対する関心〕 

問 14 【全員の方にお聞きします】  

    非営利活動を行う NPO 法人に対し、関心はありますか。 

（✓は１つ） 

 □１．とても関心がある 

 □２．少し関心がある 

□３．あまり関心がない 

 □４．まったく関心がない 

 

〔認定・仮認定 NPO 法人に対する寄附の税制優遇措置の認識〕 

問 15 【全員の方にお聞きします】  

NPO 法人において、一定の基準を満たすことができた法人については、認定・仮認定 NPO

法人となり、認定・仮認定 NPO 法人に寄附を行った場合は、税制の優遇措置を受けること

を御存知ですか。 

□１．知っていた 

□２．知らなかった 

  

〔寄附を行う場合に必要と考える NPO 法人の情報〕 

問１6 【全員の方にお聞きします】  

NPO 法人（認定・仮認定含む）へ寄附を行う場合、必要と考える情報は何ですか。 

（✓はいくつでも可） 

□１．法人の活動内容 

□２．寄附により期待される効果 

□３．寄附金により購入した商品・サービスの一覧表 

□４．寄附金に対する税控除の額 

□５．法人の財務状況の報告 

□６．法人の役員や職員の名簿 

□７．その他 

 

〔認定・仮認定 NPO 法人への寄附〕 

問 17 【全員の方にお聞きします】  

あなたは、認定・仮認定 NPO 法人に寄附をしたいと思いますか。 

□１．寄附をしたいと思う 

 □２．寄附をしたいとは思わない 

 

  



 

 

 

 

 

調査はこれで終了です。長時間、ありがとうございました。 

 
 
  

 

◆『認定・仮認定 NPO 法人』等に関する説明 

 

（１）「認定・仮認定 NPO 法人」について 

  認定・仮認定 NPO 法人とは、一定の基準を満たすものとして所轄庁の「認定・仮認

定」を受けた NPO 法人のことです。「認定・仮認定 NPO 法人」と「認定・仮認定 NPO

法人に寄附した者」は、各々税制の優遇措置を受けることができます。 

 詳しくは、内閣府のホームページ  
https://www.npo-homepage.go.jp/about/npo-kisochishiki/ninteiseido をご覧

ください。 

 

（２）「認定・仮認定 NPO 法人への寄附に伴う税制優遇措置の拡大」について 

『新寄附税制』の施行（平成 23 年６月 30 日）に伴い、寄附金控除の還付率がアップ

しています！！ 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例１）年収 300 万円の方が１万円寄附し

た場合、1,200 円（所得税 400 円、 

住民税 800 円）税額が減少。 

 

 

（例２）年収 600 万円の方が２万円寄附し

た場合、3,600 円（所得税 1,800 円、

住民税 1,800 円）税額が減少。 

 

 

 

平成 23 年 6 月前（改正前） 
 

（例１）年収 300 万円の方が１万円寄附し

た場合、4,000 円（所得税 3,200 円、 

住民税 800 円）税額が減少。 

 

 

（例２）年収 600 万円の方が２万円寄附し

た場合、9,000 円（所得税 7,200 円、

住民税 1,800 円）税額が減少。 

平成 23 年 6 月以降（改正後） 

税 額 軽 減 額

が、約 3.3 倍

 

税 額 軽 減 額

が、2.5 倍 
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この報告書に関するお問合わせは、下記あてにご連絡ください。 

 

〒100-8914 

東京都千代田区永田町１－６－１ 

       内閣府 

政策統括官（経済社会システム担当）付 

参事官（共助社会づくり推進担当） 

         TEL：（ 03 ）6257 － 1516 、1517 

 

 

『平成 27 年度 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査』の 

内容につきましては、インターネットを通じても提供しています。 

掲載しているホームページ・アドレスは下記のとおりです。 

 

https://www.npo-homepage.go.jp/ 
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